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１Ｖ　おわりに

Ｉ　はじめに

　第二次世界大戦後，朝鮮半島は日本帝国王義下の植民地からの政治的独↓，いわゆる

解放を実現したものの，朝鮮戦争の勃発 ・終戦を経て，南北の政治的 ・経済的対立状況

の固定化を余儀なくされた。そのような状況下，朝鮮半島の南半部で成立した韓国は ，

日本帝国主義によっ て強制された奇形的な植民地型経済構造と低開発状態を克服しつつ ，

朝鮮半島北半部と対時して独自の国民経済建設を歩まねばならなか った。このような国

民経済建設の初期的条件下から出発し，今日 ，ＮＩＥｓと称される飛躍的な生産力発展を

遂げた韓国の経済発展の特徴の一つは，前稿の韓国の貿易構造の分析で明らかにしたよ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
うに，輸出を「成長のエンジン」とした輸出主導型経済発展にあり ，特徴のもう一つは

外資導入による経済発展の側面である 。

　従来，発展途上国の経済発展において外資は如何なる影響を及ぽすか，という問題は

経済学，とりわけ発展途上国論ないし開発経済学と呼はれる研究分野 ・領域では重要な
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課題として位置つけられてきた。外資導入が発展途上国の経済発展に及ほす影響に関す

る論争は，論点が複雑で内容も多岐多様にわた っており ，一概に簡略化できないが，敢

えてこの論争を大別して整理すれば以下の２つの類型に分けることができよう 。

　一つは途上国の経済発展において，外資導入は国民経済のｒ歪み」をもたらすことを

強調する見解である 。例えは，外資導入は発展途上国に経済発展をもたらすところか ，

途上国の経済発展を阻害している 。たとえ外資が経済発展を促している側面があるとし

ても ，それは外資の導入された産業や地域に限定される被投資国の「飛び地」あるいは

「前進基地」的な発展であり ，かつ近代的部門（輸出産業部門）の成長の一方で伝統的部

門（自給自足的部門）が温存される「二重経済構造」的な発展であ って，自立的な国民経
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
済形成へ向かう真の経済発展では決して有り得ないと主張する 。

　もう一つは，途上国の経済発展における外資導入を積極的に評価する見解である 。こ

の見解には，「外国資本の役割とは，一国を不均整成長経路に踏み出させ，かつそのこ

とに自信をもたせることである 。」「これらすべての事例に共通していることは，外国資

本が単独で活動する場合と ，現地資本と共同して活動する場合のいずれにおいても ，外

国資本の方が，現地資本よりも ，成長継続の第一段階である『均衡破壌』段階をつくり

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
出す力においてすぐれているように見えることである」という不均整成長論と後発性利
　４）
益説がある 。

　途上国の経済発展における外資導入の評価をめくっ ては，このように大きく相反する

２つの見解がみられるが，韓国の場合も同様であるといえる 。例えば，チ ョン ・チャン

ファン氏は「新植民地的国際分業構造の再編が，少なくても米国を中心とする先進諸国

の多国籍銀行と多国籍企業の蓄積論理によっ て限定されている限り ，多国籍企業と多国

籍銀行の蓄積論理の一表現として，外資導入は韓国資本主義が，以前にそして今後，新

植民地的国際分業のなかで，どのような地位を占めることができるかを左右する決定的

な要素だと言 っても過言ではないであろう 。」「米日の多国籍金融資本は一方で互いに競

争力優位の確保のために韓国をその支配網により深く引き入れている 。それがまさに多
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
国籍企業の企業内国際分業網と国際下請け生産である」と述べており ，これらの文意が

示しているように，外資導入は韓国の経済発展において，多国籍企業の企業内国際分業

網と国際下請け生産に基づく ，新植民地的国際分業を形成するものとして捉える 。

　また全哲換氏は，「主体的中心部的発展という観点からみれば，その問（１９６２～８０年一

引用者一）の韓国経済は，国民経済の発展の推進力を持つ民族ブルジ ョワジーと民族資

本が形成される水準に至ることができず，輸出部門と著修性消費部門を結合した従属経
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済構造を深化させ，成長と発展の動力である労働を生産力化しうる主体的な体制 ・制度

　思想および秩序の確立も実現されないと結論づけられる 。そして輸出 ・外資主導型開

発による進化的発展指向がまだ試験段階一歴史的に成功した例を探すことはできないが

一にあることを勘案する時，我々はその間の韓国経済開発基調を肯定的なものとしての

　　　　　　　　　　　　　　　　６）
み受け入れることはできない」と述べ，外資は民族ブルジ ョワジーと民族資本の形成を

阻害し，輸出部門と割多性消費部門が結合した従属経済構造を深化させたと捉えている 。

　そして朴玄探氏は，「新生諾国または後進資本主義に対する資本運動一それは国家資

本としての援助，長期低利の公共借款という先行投資とそれに後続する本来的な資本運

動としての商業借款，そして合作投資 ・直接投資による資本進出である一は，それらの

国で対内的には国民経済の非自立構造一国民経済の二重性と部門間不均衡，生産財生産

工業の欠如など一を生み，対外的には相互間の経済的諸関係（資本 ・貿易，そしてそのほ

かの経済的相互関係）を緊密化しつつ，社会的に生産された経済剰余流出メカニズムを構

　　　　　　　　　　　　　７）
造的に定着化させるものとなる」と外資を位置づけている 。

　一方，金賛鎭氏は「貧困の悪循環に苦しめられている後進国経済内部で，このような

方法によっ て動員が可能な資本には内在的限界があるのが当然であり ，さらに急速な急

速な経済発展を成し遂げるのに，所要される資本を充足するのには余りにも不十分であ

る。」「後進国で可能な幾つかの内資動員および資本蓄積方法は，経済的理由だけでなく

部分的には伝統社会に存在する幾つかの障害のために大きな成果は得られず，動員され

た資本でさえ国民が希求する高い経済成長を可能にするほどのには充分ではない。後進

国の経済発展と関連して幾つかの生産要素を分析した結果を総合すれば，次のように要

約することができる 。すなわち，（１）後進国の経済状況は国内の資源だけでは貯蓄と投資

を急速に増大させることはできない。（２）後進国は経済成長のための外国援助はもちろん

開発借款または外国人投資などその形態の如何を問わず，外資導入を通じて海外貯蓄を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
動員せざるを得ない」として外資導入の必要性を説き ，外資が韓国の経済発展に積極的

な役割を果たしていることを主張している 。

　このように韓国の経済発展における外資導入の評価をめくっ ても ，さきの途上国一般

の場合と同様，敢えて大別すれば，国民経済に「歪み」をもたらした側面を強調する見

解と経済成長に対する積極的な役割を重視する見解とに二分されるといえる 。韓国の経

済発展および現代韓国経済を特徴づける際，対外関係を如何に評価するかが大きな論点

を成している。外資導入は外国貿易，労働力の国際的移動，先進国ないし国際金融機関

の経済協力なととともに一国，特に途上国の対外的な経済的諸関係及ぴ国内経済構造を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３３２）
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形成する契機となる 。したがって，韓国の経済発展および現代韓国経済の特質を解明す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
るのにおいて，外資導入に関する分析は重要な意義を有するのである 。

　本稿の課題は，前稿に引続き現代韓国経済の諸特徴を対外関係に焦点をあてて明らか

にするための一作業として，韓国の経済発展において外資はいかなる影響を及ぼしてき

たかを考察することにある 。

　　１）韓国の貿易構造分析に関しては，拙稿「１９８０年代韓国貿易構造分析」『立命館経済学』第

　　　４０巻第２号，１９９１年６月を参照
。

　　２）いわゆる従属理論学派であるサミール ・アミンの『非接合』論やフランクの『中枢一衛

　　　生』論が代表的な例である 。

　　３）アルバ ート ，Ｏ．ハーシュマン著，小島　清監修，麻田四郎訳『経済発展の戦略」巖松堂

　　　出版株式会社，１９６１年 ，３６２ぺ 一ジ及び３６４ぺ 一ジ 。

　　４）いわゆるガーシェンクロン 命題，すなわち「工業化開始の前夜における一国の工業構造が

　　　後進的であればあるほど，工業化がいっ たん開始された場合そのスピードはいっ そう速く
，

　　　　したがって先発国への追跡も加速するという傾向を ，１９世紀初頭から第二次大戦直前までの

　　　　１世紀余にわたる ，ヨーロッパ諸国の歴史的経験から得られた一般的命題」として韓国の工

　　　業化に適用して分析しているのが，渡辺利夫氏である 。ガーシェンクロンの後発性利益説と

　　　その韓国の工業化への適用に関しては，渡辺利夫『現代韓国経済分析一開発経済学と現代ア

　　　ジアー」勤草書房，１９８２年，第１章参照 。

　　５）チ ョン ・チャンファン「韓国資本主義と多国籍企業」韓国杜会研究所『多国籍企業と労働

　　　運動』白山書堂，１９９０年，第３章所収，６８ぺ 一ジ及び９５ぺ 一ジ 。

　　６）全哲燥「輸出 ・外資主導開発の発展論的評価」『韓国経済論』創作社，１９８６年，第１部第

　　　　２章所収，６４～６５ぺ 一ジ 。

　　７）朴玄塚「韓国経済における外資導入政策と先端技術の問題点」朴玄探，李大根，崔章集他

　　　『韓国資本主義と社会構造』ハヌル ，１９８５年，第２部第３章所収，１１３ぺ 一ジ 。

　　８）金賛鎭『外資導入論』一潮閣 ，１９７６年 ，２６ぺ 一ジ及び２７ぺ 一ジ 。

　　９）韓国における外資導入を分析した日本での研究論文としては，隅谷三喜男『韓国の経済』

　　　岩波新書，１９７６年 ；現代朝鮮問題講座編集委員会編ｒ日本独占資本の対『韓』進出」『南朝

　　　鮮の経済」現代朝鮮問題講座（ＩＶ），二月社，第４編所収，１９７８年 ；中川信義ｒ韓国における

　　　外資導入（１）」『季刊経済研究』Ｖｏ１ ．２ ，Ｎｏ，
１， ＳＵＭＭＥＲ１９７９； 同「韓国における外資導入（２）」

　　　『季刊経済研究』Ｖｏ１４，Ｎｏ４，ＳＰＲＩＮＧ１９８２ ，同「韓国における外国直接投資と多国籍企業

　　　（Ｉ）」『季刊経済研究』Ｖｏ１ ．８，Ｎ ｏ．
４， ＳＰＲＩＮＧ１９８６；同「韓国における外国直接投資と多国

　　　籍企業（ｎ）」『季刊経済研究』Ｖｏ１９，Ｎｏ３，ＷＩＮＴＥＲ１９８６ ，倉持和雄　柴垣和夫「韓国経

　　　済のなかの日本」渡辺利夫 ・朴宇煕編『韓国の経済発展』文眞堂，１９８３年 ，第１１章所収 ；朴

　　　一「輸出指向工業化における外資の位置一韓国の事例一」同志杜大学大学院『商学論集』第

　　　１７号，１９８２年 ；小川雄平「外資導入と企業の多国籍化」経済評論増刊『韓国経済の分析』日

　　　本評論杜，１９８８年，第８章所収 ；谷浦孝雄編『アジアの工業化と直接投資』アジア経済研究

　　　所，１９８９年 ，夫佐舷「日本独占資本の対韓進出」土生長穂編『アノアの行方　日本の行方』

　　　大月書店，１９８９年，所収などがある 。
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１　韓国における外資導入の開始一１９６０年代一

　（１）韓国の外資導入の背景と政府による経済開発計画の樹立

　第二次世界大戦後，帝国主義国によっ て植民地 ・半植民地状態あるいは従属国として

支配されていたアジア，アフリカを始めとする「南」の多くの国々では，民族自立，国

家の独立を求めるいわゆる反帝国主義 ・反植民地主義運動が高揚した。朝鮮半島も例外

ではなか った。日本の敗戦は，朝鮮半島の人々に日帝植民地支配からの解放をもたらし

たのである 。だが，日帝植民地支配からの解放は，朝鮮半島の国家独立と自立的国民経

済建設への展望を意味するものではなか った。むしろ解放は，その後の歴史が示すよう

に南北分断への開始であり ，北では旧ソ連による ，南では米国による軍事的 ・政治的支

配が進行していく契機となっ たにすぎなかったのである 。

　米国は自らの資本主義を守り ，発展させるためには，いわゆる自由主義世界体制を維

持することが必要であ った。米国は戦後の国際秩序としては，ブレトンウ ッズ体制を成

立させ，共産主義化と経済復興に喘ぐ西欧と日本へはマーシャルプランなどの膨大な援

助を投下したのである 。そして，米国にとっ て解放後の朝鮮半島南半部は，「南」にお

ける反帝国王義　反植民地王義運動や自立的国民経済建設への高揚が，共産王義国家の

樹立へと連なる起発点となる危険性が大きいという点で，すなわちドミノ理論 ・「反共

の橋頭埜」として重要な軍事的戦略上の地域に他ならなかった 。

　また東西「冷戦」の最も先鋭的地点であ った朝鮮半島は，現実に戦火が交わることと

なり ，事実上米国の軍事的支配下にあ った朝鮮半島南半部の韓国は，国土が焦土化し経

済施設が徹底的に破壊されたこともあ って，米国から巨額の対外援助が供与された。米

国の対韓援助は，解放後の米軍政期から李承晩政権樹立までの１９４５年９月から１９４８年８

月までの３年問に４億９３９万ドルの占領地域行政救護援助（ＧＡＲＩＯＡ）が供与されたの

を皮切りに，１９４６年から韓国で第１次経済５ヶ 年計画が実施される１９６２年までの１６年問

に， 対外援助総額は５４億３ ，４００万トルに昇り ，その金額は米国の全世界対外援助総額９７６

億７ ，５００万ドルのうち５ ．６％の比重を占め，第１位であ った。すなわち，第二次世界大戦

後から１９６０年代初頭にかけて韓国は，米国の最大対外援助受入国であ ったのである 。

　鄭一溶氏の研究によれば，米国の対韓援助は援助制度の基準からみると ，占領地域行

政救護援助（ＧＡＲＩＯＡ）による救護援助と米国対外援助協力局（ＥＣＡ）の経済協力，朝

（３３４）
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鮮戦争中の韓国民問救護計画（ＣＲＩＫ）による戦時の緊急救護援助及び国連韓国復興団

（ＵＮＫＲＡ）による復興援助，休戦以後には相互安全保障法（ＭＳＡ）による一般経済援助 ，

農産物輸出援助法（ＰＬ４８０）を基礎した剰余農産物援助，そして国際開発法（ＡＩＤ）を基

礎とした開発援助等に分けられ，また援助の性格を概括的に分類すれば，¢救護と救貧

など緊急救護援助（第１期），　防衛支援を主とする復興援助と剰余農産物援助（第２期）
，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
　開発援助（第３期），の３つに時期区分できる ，という 。

　主要な援助の内容についてみていくと ，ＧＡＲＩＯＡ援助の主要導入物資は，食料品 ，

農業用品，被服，既存施設維持用品及び医療品など消費財であ った。輸入された同援助

総額は，米軍政３年間に約４億ドル（１９４９年の９ ，２００万ドルを除外）に達し，その内訳は食

料品４０％，農業用晶１７％，被服類が１０％弱であ った。ＥＣＡ援助は，消費財及び原料が

全体の８５％を占め，施設財は１５％未満にととまっ た。 ＣＲＩＫ援助は，食料品，衣類なと

が供与物資の３分の２以上を占めた。国際協力局（ＩＣＡ）援助は１９５３年から１９６１年まで

約１７億４ ，３００万ドルが提供され，これは同期問中の米国の対韓援助の７６ ．３％，そして解

放以後１９６１年までの米国の対韓援助総額の５５％を占めるものであ った。ＩＣＡ援助の品

目別構成をみれば，まず導入物資を施設財と原資財に分ければ，１９５４～１９６１年間に総

ＩＣＡ援助実績１７億３ ，８００万ドルの約２８％が施設財で導入され，７２％が原資財導入であ っ

た。 施設財の内部構成をみれば，鉄道車両及び線路建設が最も多く施設財部門の３１ ．５％

を占め，電気施設は１０ ．７％，住宅，社会福祉は８ ．Ｏ％を占めた。しかし，製造業加工施

設は１５％にとどまっ た。 総導入額の７２％を占める原資財部門は肥料が３億３ ，２００万ドル

で最も多く ，その次が原綿１億７ ，３００万ドル，石油類が１億４ ，４００万ドルの順となっ てい

る。 このように対韓無償贈与援助のほとんどは，生産財生産部門へではなく消費財生産

部門へ供与された。この消費財援助物資は民生の安定のための緊急救護及び復興援助的

性格を有しつつも ，１９５０年代の韓国経済を製糖，製粉，綿紡績という ，いわゆる三白産

業に偏重した対米援助依存の経済構造に深化させた 。

　解放後の韓国経済において，米国の援助は絶大的な意義と影響力を有していた。例え

ば， 朝鮮戦争が休戦となっ た１９５３年から第１次経済開発５ヶ 年が開始される１９６２年まで

の間，韓国の投資率は年問平均して国民総生産の約１３％であ ったが，その投資の約７０％

は外国援助に依存していた。また韓国の一般財政部門歳入構成に占める援助の比率は ，

米国の対韓援助が最大に供与された１９５７年には５２ ．９％にも達していたのである 。だが ，

１９５０年代末に膨大なドル散布によっ て， 米国の国際収支の悪化が顕著に表れてきたこと

に起因して，米国の対韓援助はこの１９５７年をピークに減少に転じ，また無償贈与援助か

（３３５）
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ら有償借款へと形態的にも変容していく 。米国の対韓援助が，韓国の一般財政部門歳入

構成に占める比率も ，１９６０年には３４ ．６％に低下した。このことは，１９５０年代末に韓国は

対米援助に依存した経済構造からの転換を強く迫られることになっ た一端を示している 。

　李承晩政権は，１９５８年４月復興部の傘下に長期的な経済計画の樹立，資源の調査と評

価， そして経済政策の推進を基本的な任務とする産業開発委員会という経済計画機構を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
設置し，翌年１９５９年１月に経済開発３ヶ 年計画を立案した。産業開発委員会は同計画案

を国務会議に提案した後，最終案を１９５９年１２月に発表し，１９６０年を施行年度に定めた 。

同計画は均衡成長の理論を基礎として，国民総生産の年平均成長率は同計画期間中

５． ２％と設定し，失業を減少させることと外国援助に対する過度な依存度を漸次的に低

下させていくことに力点が置かれた。削減されていく外国援助に代わ って，外資導入を

図るために，１９６０年１月には外資導入促進法を制定し，韓米問の投資保障協定を締結し

た。 けれども ，対米援助に寄生した「政商的」資本家階級と地主勢力を基盤とした李承

晩政権は結局，産業基盤の形成及び経済発展を十分に行ない得なか った。したがって ，

米国の対韓援助が削減され，対米援助依存型経済構造を支えた物質的基盤の根底が揺ら

ぐことによっ て， 経済発展の方向性を転換する能力のない李承晩政権は必然的に崩壊せ

ざるを得なか ったのである 。

　３ヶ 年経済開発計画は国務会議で１９６０年４月１５日に承認されたものの，同年４月１９日

の４月革命による李承晩政権の崩壊にともなっ て， 結局実施されるには至らなか ったが ，

それは修正され，張勉民主党政権の１９６１年から１９６５年までを期問とした経済開発５ヶ 年

計画へと引き継がれることになっ た。 経済開発５ヶ 年計画案は米国ＲＡＮＤ会社所属の

Ｃｈａｒ１ｅｓ　Ｗｏ１ｆ ，Ｊｒ．博士が１９６１年３月復興部長官に建議 ・提出した報告書を全的に受諾し

て， 産業開発委員会によっ て１９６１年５月１０日に作成された。李承晩政権末期に作成され

た経済開発３ヶ 年計画はＲ．Ｎｕｒｋｓｅのいう均衡成長理論に基づいていたが，経済開発５

ヶ年計画はＨＷＳ１ｎｇｅｒ とＡＯＨ１ｒｓｈｍａｎ によっ て王唱された不均衡成長を理論的背

景とし，農業とともに特に電力　石炭　セメントと他の数個の先導部門１ｅａｄｍｇｓｅｃｔｏｒｓ

に投資を集中する必要性を強調した 。１９６０年の４ ．１９学生革命によっ て李承晩政権が崩壊

した後の韓国には，張勉民主党政権が樹立したが，革命後の政治的経済的混頓状態を収

拾できない同政権は，李承晩政権末期に立案された経済開発３ヶ 年計画を修正し，経済

開発５ヶ 年計画を作成したものの，実施に移すことはできなか った。だが，この計画案

が実践に移されなかったといっ ても ，それはその後の韓国の経済発展に少なからぬ影響

を及ぼしたといえる 。なぜなら ，同計画案は軍事クー デター で誕生した朴正煕軍事独裁

（３３６）
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政権によっ て実施された第１次経済発展５ヶ 年計画に直接反映されることになっ たから

である 。

　軍事政府は経済開発５ヶ 年計画において提起された行政改革の方向性にしたがって ，

１９６１年６月７日に復興部を建設部に吸収し，産業開発委員会を建設部の総合企画局に変

更した後に，同年７月２２日に新設された経済企画院へ再び移管した。建設部によっ て作

成された経済開発計画の草案は，当時軍事政府下で最も上位の機関であ った国家再建最

高会議に提出され，１９６１年７月２３日に承認された。計画の戦略，目標，年平均成長率 ，

消費，貯蓄と投資率に関して最高会議の厳格な支持にしたがって機能し始めた経済企画

院は１９６１年９月中旬に５ヶ 年計画の第１草案を作成し，その草案を検討するための臨時

委員会である中央経済委員会に提出した。同計画案は同年１０月４日に中央経済委員会で

承認された後，１０月２０日には閣議に提出され，１２月３０日に国家再建最高会議において第

１次経済発展５ヶ 年計画として予算案とともに議決されたのである 。

　（２）対韓進出外資の内容と特徴

　韓国への外国資本の進出は，１９５７年に設置された米国開発借款基金（Ｄ。。。１．ｐｍ．ｎｔ

Ｌ・。ｎＦ・ｍｄ）にしたが って ，１９５９年に通信施設の拡充のために３５０万トルの公共借款が ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
米国から供与されたのを嗜矢として開始された。韓国は李承晩政権下末期の１９６０年１月

に外資導入促進法を制定し，外資導入の法的整備を行な ったのであるが，１９６０年代前半

まで外国資本の対韓進出は累計数千万ドルにとどまっ ていた（第１表）。 韓国政府は第１

次経済発展５ヶ 年計画期間（１９６２～１９６６年）に総資本投資額２４億７ ，３００万ドルの１５ ．５％に

相当する総額３億８ ，ＯＯＯ万ドルの外資を導入することと推算したが，認可基準では６億

５， ５００万ドルを示したものの，到着基準では３億１ ，８００万ドルと計画値を１６ ．３％下回 った 。

到着基準による同計画期間中の外資導入総額３億１ ，８００万ドルのうち ，５８ ．８％にあたる

１億８ ，７００万ドルは１９６６年の１年問に導入されている 。外資の流入が本格化する１９７０年

代と比較すれば少額であるが，１９６６年の１年間で導入された１億８ ，７００万ドルはそれま

で７年問の累計を上回り ，その後韓国への外国資本の進出が急増することとなっ た。 こ

れは１９６５年に米国は日本に国際収支の悪化にともなっ て削減した対韓援助を肩代りさせ ，

日本は新たな市場拡大の一環として，そして韓国は軍事独裁政権存立の「正統性」を誇

示しうる急速な経済発展のための投資財源の確保という三者のそれぞれの「思惑」の下

に韓日条約が締結され，対日請求権資金として無償贈与３億ドルと財政借款２億ドルに

加えて，民間借款３億ドル以上の貸与が確定し，日本資本の対韓進出が開始されたから

（３３７）
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第１表　韓国の外資導入総括表
到着基準

単位 ；１００万ドル

総計 公共借款 民問借款 外国人投資

１９５９ ２ ２ １００ ．０％
ｉ 一 一 ｉ

１９６０ １ １ １００ ．０％

一 一 一 一
１９６１ １ １ １００ ．０％

■ ・ ・ 一
１９６２ ６ ６ １００ ．０％

■ 一 ■ ・
１９６３ ４９ ２４ ４９ ．Ｏ％ １９ ３８ ．８％ ６ １２ ．２％

１９６４ ３１ １１ ３５ ．５％ １９ ６１ ．３％ １ ３． ２％

１９６５ ４５ １１ ２４ ．４％ ２８ ６２ ．２％ ６ １３ ．３％

１９６６ １８７ ６３ ３３ ．７％ １１０ ５８ ．８％ １４ ７． ５％

１９６７ ２２６ ８０ ３５ ．４％ １３８ ６１ ．１％ ８ ３． ５％

１９６８ ３８３ １１２ ２９ ．２％ ２５２ ６５ ．８％ １９ ５． ０％

１９６９ ５２２ １４８ ２８ ．４％ ３６１ ６９ ．２％ １３ ２． ５％

１９７０ ４９６ １４７ ２９ ．６％ ２８３ ５７ ．１％ ６６ １３ ．３％

１９７１ ６８８ ３２５ ４７ ．２％ ３２０ ４６ ．５％ ４３ ６． ３％

１９７２ ８１６ ４３８ ５３ ．７％ ２９９ ３６ ．６％ ７９ ９． ７％

１９７３ １， ００８ ４０４ ４０ ．１％ ４６１ ４５ ．７％ １４３ ユ４ ．２％

１９７４ １， １５１ ３８５ ３３ ．４％ ６０３ ５２ ．４％ １６３ １４ ．２％

１９７５ １， ３４１ ４７７ ３５ ．６％ ８０２ ５９ ．８％ ６２ ４． ６％

１９７６ １， ６３７ ７１３ ４３ ．６％ ８３９ ５１ ．３％ ８５ ５． ２％

１９７７ １， ９８１ ６３８ ３２ ．２％ １， ２４１ ６２ ．６％ １０２ ５． １％

１９７８ ２， ８３１ ８１８ ２８ ．９％ １， ９１３ ６７ ．６％ １００ ３． ５％

１９７９ ２， ７９４ １， ０８９ ３９ ．０％ １， ５７８ ５６ ．５％ １２７ ４． ５％

１９８０ ３， ０４９ １， ５１６ ４９ ．７％ １， ４０２ ４６ ．０％ １３１ ４． ３％

１９８１ ３， ０８９ １， ６９０ ５４ ．７％ １， ２４７ ４０ ．４％ １５２ ４． ９％

１９８２ ２， ９１１ １， ８６８ ６４ ．２％ ９１４ ３１ ．４％ １２９ ４． ４％

１９８３ ２， ５８９ １， ４９４ ５７ ．７％ ９７３ ３７ ．６％ １２２ ４． ７％

ユ９８４ ２， ４７５ １， ４２４ ５７ ．５％ ８５８ ３４ ．７％ １９３ ７． ８％

１９８５ ２， ２２４ １， ０２４ ４６ ．０％ ９６４ ４３ ．３％ ２３６ １０ ．６％

１９８６ ２， ９７７ ８８０ ２９ ．６％ １， ６２０ ５４ ．４％ ４７７ １６ ．０％

１９８７ ３， ２９３ １， １０９ ３３ ．７％ １， ５５８ ４７ ．３％ ６２６ １９ ．Ｏ％

１９８８ ２， ７７３ ８９１ ３２ ．１％ ９８８ ３５ ．６％ ８９４ ３２ ．２％

ユ９８９ ２， １４４ ４７２ ２２ ．０％ ８６０ ４０ ．１％ ８１２ ３７ ．９％

１９９０ １， ３４３ ４１８ ３１ ．１％ ３０ ２． ２％ ８９５ ６６ ．６％

１９９１ １， ６０４ ４２９ ２６ ．７％ ０ Ｏ． Ｏ％ １， １７５ ７３ ．３％

（出所） 経済企画院『外債白書ｊ１９８５年 。

　　同　　　［経済白劃各隼版 。

財団法人大韓統計協会［主要経済指標」１９９２隼版より作成 。
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である 。また１９６６年にはそれまでの外資導入促進法，借款に対する政府の支払保証に関

する法律，長期決算方式による資本財導入に関する特別措置法の３つの法律が統合され

外資導入法が制定された。このような外資導入に関する法整備も外国資本の韓国への進

出を促す媒介的役割を担 った 。

　１９６０年代の対韓進出外資の特徴を形態別に摘出していくと ，公共借款は中小企業育成

のための投資などもみられるが，大部分は運輸，電力，通信を始めとする「社会間接資
　　　　　　　　　　　４）
本」部門に向けられている 。１９６０年代公共借款の業種別特徴の一つは，半ばまでは公共

借款の最大の投下先は確かに「社会間接資本」部門であ ったが，末から１９７０年代の初頭

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
にかけて，食糧（糧穀）導入となっ ていることである 。政府は１９６０年代半ば以降，急速

な工業化を推進していく過程においても ，農業部門のインフラストラクチャーや農機具

などの導入等による近代化を促す投資を行ない，農業の生産力発展を図るのではなく ，

むしろ ，安価な米国の余剰農産物の流入，政府の低米価政策によっ て， 農民の生産意欲

を減退させ，農村労働力人口の都市への流出をもたらし，農業の生産力発展を軽視 ・阻

害してきた。その帰結が米を始めとした食糧の輸入急増であり ，貴重な外貨の支払いだ

けではなお不足する分を公共借款の食糧導入で補わなければならなかったのである 。国

別でみれば，米国が全体の７０ ．６％を占め，次いで日本が１５ ．６％となっ ており ，大部分が

米国から供与されている 。米国の対韓公共借款供与の大部分は従来の相互安全保障法

（ＭＳＡ）に代わ って ，１９６１年９月に対外援助法の基本法として成立した対外援助法（Ｔｈ．

Ｆｏ。。１ｇｎ Ａ。。１．１ｔ．ｎ。。 Ａ．ｔｏｆ１９６１）の第１編，国際開発法（Ａ．ｔｆｏ．Ｉｎｔ．ｍ．ｔ１ｏｎ．１Ｄ。・・１ｏｐｍ・ｎｔ
，

ＡＩＤ）に基ついて米国国際開発局（Ａｇ・ｎ・ｙ　ｆｏ・Ｉｎｔｅｍ・ｔ１ｏｎ・１Ｄ・ｖ・１ｏｐｍ・ｎｔ，ＡＩＤ）から低開発

国に供与される開発借款援助，すなわちＡＩＤ援助とＰＬ４８０に基づく余剰農産物援助に

よるものである 。ＡＩＤ援助は大部分がプロジ ェクト援助として供与され，その際には

Ｂｕｙ　Ａｍｅｒ１ｃａｎ 政策が反映し，米国製品調達優先王義がとられる 。このことは１９６０年代

前半において米国が韓国の最大輸入国である背景でもあ った 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
　民問借款は１９６３年に初めて供与されたが，１９６０年代の前半までは公共借款とほぼ変わ

ない金額的規模であ った。しかし ，１９６５年２ ，８００万ドルから１９６６年１億１ ，ＯＯＯ万ドルヘ約

４倍増と後半以降急増し，１９６０年代対韓進出外資の５０～６０数％と最も大きな比重を占

めるようになる 。業種別にみると ，１９６０年代末には「社会問接資本」である運輸部門 ，

とりわけ電力への投資が急増しているが，大部分は製造業部門に投下されており ，その

内容は化学肥料，セメント ，化学繊維，鉄鋼，石油化学，化学製品などとなっ ている 。

国別では，１９６０年代前半は米国，イタリア ，フランス ，旧西独などが主な供与国であ っ

（３３９）
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７）

たが，後半以降は日本からの投資が増えている 。日本からの民問借款の急増は１９６５年に

韓日条約が締結されたことによっ て， 商社の斡旋の下で繊維や化学及びセメントなどを

始めとする日本資本の新たな市場拡大の一環として，以降１９７０年代に入 って本格化する
　　　　　　　　　　　　　　８）
対韓進出の開始によっ て促された。公共借款の場合と比較すれば，米国の比率が小さく

日本，旧西独を始めとする西欧の比率が大きいことが民間借款の国別状況の一特徴でも

ある 。米国の対韓借款供与において公共借款の比率が高いのは，それが従来の無償贈与

援助に代わ って行われているという性格を有していることと ，また１９６０年代米国企業の

海外進出は多国籍企業が絶対的比較優位の先端技術をもっ て， 直接投資形態で投資先の

国内市場を支配することに目的があり ，そのような意味では，とりわけ製造業部門にお

けて投資誘因が小さい韓国国内市場へは直接投資形態ではおろか，民問借款形態での進

出も行われる条件が乏しか ったこと等が要因となっ ていたと考えられる 。

　先進資本主義国を始めとする外国資本の対韓直接投資は，１９６２年にフィラメントとナ

イロン糸生産のために韓国ナイロン会社と５０対５０の合作投資を行なっ た米国のＣｈｅｍ －

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
ｔｅｘ 会社の５７万５ ，ＯＯＯドルの投資を晴矢として開始された。韓国に投資された外国資本

に占める直接投資の比率は，借款に比して数％ときわめて小さい。これは韓国の政府

が外国企業の市場支配を恐れ，民族資本の保護育成のために直接投資の導入を制限し ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１Ｏ）
借款を奨励したという政府の外資導入政策に因ることも確かであろうが，むしろ投資国

の韓国への進出を促すインセンティブが欠如していたことが大きな要因でもあ った点を

重視すべきであろう 。対韓直接投資の大部分は製造業部門に投下されている 。１９６０年代

前半おいては「社会問接資本」への投資は全くみられない。農業 ・水産業という一次産

業への投資はわずかにみられるだけで，圧倒的に製造業部門へ投資されているが，肥料 ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
石油，化学製品など限られた分野に少額投資されているにすぎない。後半以降は，ホテ

ル・ 観光や建設及び用役，金融業などの「杜会問接資本」部門への投資もみられるよう

になっ たが，依然として投資の大部分は製造業が占めている 。製造業部門への投資は ，

前半の肥料，石油，化学品に加えて繊維及び衣類，電気及び電子部門が増大し，窯業 ，

金属，機械，雑貨などがそれらに次いでいる 。

　１９６０年代の対韓直接投資の国別状況は，経済企画院『外国人投資白書』によると ，韓

国の第１次経済発展５ヶ 年計画期の１９６２～６６年到着基準の現金と資本財の合計値総計

２， １２６万ドルのうち ，米国が１ ，５９９万ドルで７５ ．２％，日本が４６６万ドルで２１ ．９％を占めて

いる 。米，日以外の国は，香港が３２万ドル，旧西独が２７万ドル，そしてパナマが２５ ，０００

ドルと極少額であり ，これらの総額に占める比重も２ ．９％と極めて小さい。１９６０年代前

（３４０）
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半の韓国への投資国は米国に著しく偏重していたのである 。だが，第２次５ヶ 年計画期

の１９６７～７１年到着基準では，現金と資本財の合計値総計９ ，６３５万ドルのうち ，米国が

３， ２６６万ドルで３３ ．９％，日本が３ ，７３７万ドルで３８ ．８％を占めており ，１９６０年代後半には米
，

日両国によっ て展開された。欧州地域からの投資は，８６４万ドルで８ ．８％を占めている 。

欧州地域からの投資のうちオランダが４９５万ドルで５８．５％と過半を占め，旧西独，フラ

ンス ，イギリス ，リヒテンシュタイン ，イタリアと続いている 。１９６０年代後半の投資国

別の特徴の一つは，パナマ，バミューダー バハマなどのカリブ海諸国からの投資がみ

られ，これら諸国の投資額は，ユ ，０９４万ドルと欧州地域よりも大きいことである 。だが ，

これら諸国からの投資は現地資本ではなく ，実態はぺ 一パーカンパニーなどの形態を取

った米系企業であると考えられることから ，結局米国からの投資とみなされるものであ
　１２）

ろう
。

　（３）外資導入依存 ・輸出主導型経済発展循環の形成

　１９５０年代末の米国の対韓援助の削減と無償贈与援助から有償借款へという形態変化は ，

李承晩政権下の対米援助依存経済を瓦解させ，援助に代わ って外資導入によっ て生産力

を発展させるという方向性を不可避にした。１９６０年代の韓国における外資導入は，形態

的には大部分が借款で行われ，直接投資の比率は小さか った。また借款は１９６０年代前半

には公共借款が，後半は民問借款が主たる形態であ った 。１９６９年４ ，８００万ドルから翌年

１９７０年には２倍以上増大し，同年経常外貨収入の１１ ．６％に該当する１億６ ，ＯＯＯ万ドルが

償還されているように，公共借款の据置期間が終了し，民問借款の導入が増大する１９６０

年代末には元利金の償還問題が，韓国経済に大きく浮上した 。

　元利金償還の圧力は輸出によっ て外貨を稼ぐことを強要し，韓国の経済をいわゆる外

向きの経済発展，換言すれば輸出主導型の経済発展へと促していっ た。 実際，１９６０年に

は３ ，ＯＯＯ万ドルにすぎなか った輸出額は，１９６５年に１億７ ，５００万ドルヘ，１９７０年には８億

３， ５００万ドルヘと ，年問４０％以上という脅威的な伸び率で増大したのである。これら輸

出で稼いだ外貨は，元利金償還に回されることによっ て， 対外債務と元利金の償還額を

減少させることになるが，現実にはそのようにはならなか った。なぜなら ，国内の有機

的な産業連関を欠いた再生産構造に規定され，労働集約的な工業製品の生産 ・輸出の拡

大を図るためには，機械設備などの生産財や部品などの中問財及び原資財のより一層の

輸入の拡大をもたらし，貿易収支の赤字は拡大せざるを得なかったからである 。１９６０年

３億４ ，４００万ドルの輸入額は，１９６５年に４億６ ，３００万ドルヘ，１９７０年には１９億８ ，４００万ド

（３４ユ）
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ルヘと増大した。よっ て， 貿易収支の赤字は１９６０年３億１ ，４００万ドルの赤字から１９６５年

２億８ ，８００万ドルヘと ，１９６０年代前半は減少傾向を示していたが，１９７０年１１億４ ，９００万ド

ルヘと後半には急速に拡大した。貿易不均衡の拡大は，対外債務を拡大する 。そして対

外債務の拡大は，それによっ て生じる元利金償還額を増大させるが故に，輸出を拡大し

外貨を稼ぐためにより一層の外資導入を引き起こせざるを得ない。このように１９６０年代

後半から１９７０年代初頭にかけて，韓国は外資依存 ・輸出主導型の経済発展循環が形成さ

れることになっ たのである 。

　１９６０年代後半以降を明芽期とする外資依存　輸出王導型の経済発展は韓国経済に以下

の諸問題を派生させた。第１に，農業部門の発展が等閑視されることによっ て， 農工問

の発展格差が拡大した。第１次及び第２次経済発展５ヶ 年計画期問中の鉱工業部門の年

平均成長率は１４３％と１９９％であるのに対して，農林漁業部門のそれは５６％，１５％に

すぎない。「輸出第一主義」や「輸出立国」の経済政策下で農業部門の発展は置き去り

にされ，農村は疲弊した。韓国の工業化を担う労働力の創出過程はいわゆる伝統的部門

における労働生産性の向上が偽装失業者を都市の工業部門への流出させ，工業部門の発

展を担う賃金労働者を創出した（資本形成の源泉とした）というよりは，農村の疲弊化が

農業部門の生産力の停滞をもたらし農地の放棄，すなわち離農という形態で低賃金労働

力の創出し，さらには都市貧民層が属するいわゆる第三セクターないしインフォーマル

セクターの形成をもたらしたのである 。第２に，再生産構造に生産財，中間財ないし原

資財の輸入が一層増大するという輸入誘発的な性格が形成されていくこととなっ た。 こ

れは韓国が工業化の遂行を幼稚産業の育成政策などで厳しい国際的競争から保護される

国内市場ではなく ，競争に晒される国際市場を王たる工業製品の販路とし，また急速な

工業化を達成しようとしたために，資本 ・技術とともに多くの財を先進資本主義国から

の輸入に依存せざるを得なかったからである 。再生産構造が輸入誘発的な性格を帯びる

要因として国内産業の有機的連関の脆弱性と ，そしてそれを克服していくための施策と

して裾野産業の形成，その主体としての中小企業の育成が指摘されることになる 。第３

に， 債務の返済不能に陥り ，政府ないし市中銀行が肩代りせざるを得ない不実企業が発

生した。１９６９年には１９社，１９７１年１０月には２６社の不実企業が保証銀行の管理下に置かれ
　　１３）

ている 。民間借款はいわゆる私債市場はもちろん一般貸出金利と比しても極めて低金利

であ ったので，企業にとっ て民問借款の導入はそれだけで大きな利権の獲得となっ て行

政と企業との癒着 ・腐敗関係が生じ，借款契約の認可条件と基準を明確に規定している

のにもかかわらず，そのような規定は実際の執行段階では厳格に守られなかったことが

（３４２）
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不実企業を続出させた一つの要因でもあ った。第４に，輸出企業と非輸出企業の発展格

差が拡大したことである 。輸出補助金（１９６０年から６４年まで），外貨獲得所得に対する租

税軽減率の２倍以上の引き上げ（１９６１年），輸出用原資財の輸入に関する輸入関税の減免

（１９６２年），輸出入リンク制（１９６３年），外貨獲得産業に対する特別減価償却制の実施

（！９６７年），そして低金利の輸出金融の提供など，政府は種々様々な輸出支援政策を実施

し輸出企業に多くの優遇措置を供与したことが，その背景にあ ったのである 。

　だが，上述の諸問題を抱えつつも１９６０年代の韓国は外資導入によっ て， 高速道路，火

力発電，鉄道，通信施設などの産業基盤の構築及び消費財部門での輸入代替が進展し ，

繊維，履物，合板，肥料，セメントなどの主として軽工業部門の生産力の発展が促され

ていっ た。 具体的には産業基盤の構築では例えば，日本から公共借款の導入によっ て京

釜高速道路建設や昭陽江ダム建設が，ＤＬＦによっ て通信施設拡張が，ＡＩＤによっ て釜

山と群山火力発電所建設及びディー ゼル機関車導入などが行われた。輸入代替の進展で

は１９６４年に米国ガルフの直接投資による大韓石油公社蔚山精油工場を建設し，正式稼働

させることによっ て， 石油類供給の米国援助依存から脱皮し，自国での生産体制が整備

された。化学肥料では１９６７年に韓国肥料（第５肥料）とともに ，米国のＳｗｉｆｔ 杜及びガ

ルフとの出資比率５０ ：５０の合作会社でＡＩＤ借款を導入した嶺南化学（第３肥料），鎮海

化学（第４肥料）が設立し稼働することによっ て， １９６０年代末以降窒素質肥料に関する

限り国内需要を満たすことができるようになっ た。 また１９６０年代の外資導入によっ て工

場建設を行ない，輸入代替を進展させ，さらにそれにとどまらずその後７０年代に輸出を

展開していっ た典型的な産業としてセメント産業が挙げられる 。１９６１年末までは東洋セ

メントと大韓セメントの２つのセメントエ場のみで，その年問の生産能力はわずか７２万

トンに過ぎなか った。政府は第１次５ヶ 年計画においてセメントエ場の建設にとりわけ

重点を置いた。工場数及び年問の生産能力はユ９６４年には５つ１７２万トン ，１９６７年には８

つ４９０万トン ，１９７５年には１０個１ ，２００万トンヘと拡大し，セメント輸出ははやくも１９６４年

から開始され，１９７０年代には生産量の１０％以上が輸出されるようになっ た。 このような

著しいセメント産業の成長は１億ドルをわるかに越える外国資本を利用することで成し
　　　　１４）
遂げられた。すなわち，東洋セメントはＤＬＦ，現代セメントはＡＩＤによっ て， 双龍セ

メント及び第一セメントは旧西ドイッ民問借款によっ て工場建設ないし拡張が行われた

のであ った 。１９８０年代半ば現在，双龍セメントはセメント産業全体の生産能力で４０％ ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）
全輸出量で８０％のシェアを占め，セメント産業では国内最大の独占体となっ たが，その

ような成長も工場建設 ・拡張に用する財源としての外資導入によっ て可能であ ったのは

（３４３）
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これまで見てきた通りである 。双龍は１９６０年代のセメント産業の成功を足がかりにその

後１９７０年代以降，精油，建設，製紙，重工業，自動車などの他産業分野へ進出し，「財

閥」へとｒ成長」していっ た。 ここには今日の韓国のｒ財閥」がｒ財閥」としてｒ成

長」していく過程で，外資導入が「起爆剤」的な媒介を果たしていたことを如実に物語

っている一つの典型例がみられるのである 。

１）鄭一溶「援助経済の展開」李大根 ・鄭雲嘆編『韓国資本主義論』カチ ，１９８４年，１３８ぺ 一

　ジ。以下の米国による対韓援助の内容に関しては，同氏の同論文を参考にしている 。尚，米

　国の各対韓援助額の推移に関しては，中川信義「韓国における外資導入（２）」『季刊経済研究』

　Ｖｏ１．４，Ｎｏ．
４， ＳＰＲＩＮＧ１９８２，６３ぺ 一ジ第１表を参照 。

２）以下，第１次経済発展５ヶ 年計画の成立過程に関する叙述の多くは，金賛鎭，則掲書に依

　っ ている 。

３）経済企画院『外債白書』（１９８５年版『経済白書』附録），７２ぺ 一ジ 。

４）１９６０年代公共借款の内容の一例を示すと ，ＤＬＦ（米国開発借款基金）から東洋セメント

　拡張２１４万トル（事業王体：東洋セメント），通信施設拡張３５０万トル（逓信部），志州水電設

　計１１２万ドル（韓国電力），ナイロン糸工業３１３万ドル（韓国ナイロン），ＡＩＤ（米国国際開

　発局）からソーダ灰工場５６０万ドル（東洋化学），中小企業育成５００万ドル（韓国産業銀行） ，

　釜山火電２ ，０３１万ドル（韓国電力），第三セメントエ場４０３万ドル（現代建設），ディー ゼル機

　関車導入６３９万ドル（鉄遣庁），長省鉱開発９５０万ドル（石炭公社），群山火電１ ，２８０万ドル

　（韓国火電），大邸市上水道２４０万トル（大丘ド市），送変配電施設７７５万トル（韓国電力），搬送

　及び無線施設８４０万ドル（逓信部），ＩＤＡ（国際開発協会＝第二世銀）から客炭車１ ，４００万ド

　ル（鉄道庁），旧西独政府から電信電話事業８７５万トル（逓信部），炭田開発５１８万トル（石炭

　公社），英国政府から鉄道信号装置１４０万トル（鉄道庁）の供与が行われている 。数字は確定

　額で借款供与国において承認された事業を対象としている 。経済企画院『経済白書』１９６５年

　版１５２ぺ 一ジ 。

５）食糧（糧穀）導入額は１９６９年の７ ，７８０万ドルで公共借款全体の５６ ．Ｏ％ ，７０年には５ ，１７０万ド

　ル同４４ ．８％，７１年には１億７ ，９３０万ドル同５９ ．１％，７２年には１億５ ，９２０万ドル同４９ ．０％ ，７３年

　には１億４ ，１００万ドル同３８ ．３％ ，７４年には９１０万ドル同２ ．９％行われている 。

６）最初の民問借款は１９６２年１月８日に認可され，６３年１月１０日に発効した第６セメントエ場

　（双龍洋灰）の７０９万８ ，０００ドルと ，１９６２年６月８日に認可され６３年１月８日に発効した第４

　セメントエ場（韓一セメント）の６９７万９ ，０００トルであ った。金賛鎭，削掲書，６５べ 一ジ 。

７）１９６０年代民間借款の内容の一例を示すと ，米国からは精油工場建設２ ，０００万ドル（事業主

　体＝石油公社），遠洋漁船導入６２万トル（済東産業），同１８万トル（東和産業），同（高麗水

　産）１４１万ドル，同（高麗遠洋）１５４万ドル，ビスコース人絹糸１ ，０５１万ドル（興韓化学），釜

　山火電３４９万ドル（韓国電力），綿紡織機改替８０万ドル（東洋紡織），旧西独からは第４セメ

　ントエ場６３９万ドル（韓一セメント）と第６セメントエ場６５０万ドル（双龍洋灰），セミケミ

　カルパルプ６２万ドル（三洋パルプ），新聞用紙工場２９万ドル（三豊製紙），遠洋漁船導入１５０

　万ドル（共興産業），電気機器工場１２５万ドル（金星社），送配電線工場２９５万ドル（韓国ケー

　ブル），麻紡織麻混紡３５０万ドル（太平紡織），電気機器工場２５０万ドル（韓永工業），ＥＭＯ

　自動交換９６万ドル（金星社），日本からは綿紡織機改替１ ，４６０万ドル（源林産業），同１ ，５４６万
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　ドル（朝鮮綿織）船舶建造 ・修理３８万ドル（大鮮造船），イタリア及びフランスの共同によ

　る漁業借款４ ，０２２万ドル（水産開発公杜），旧西独及びフランスの共同による苧麻紡織工場

　３２０万ドル（韓国苧麻），イギリスからは化学繊維混紡糸５７万ドル（日新織物），スイスから

　は急速冷凍冷蔵工業２８万ドル（三養社）が，オランダからは航空機導入２１２万ドル（航空公

　社）の供与が行われている 。数字はいずれも確定額。経済企画院『経済白書」ユ９６５年版 ，

　１５３～１５４ぺ 一ジ 。

８）　臼本商杜と対韓民間借款の関連については，隅谷三喜男，前掲書，１１７～１２２ぺ 一ジ及び倉

　持和雄　柴垣和夫ｒ韓国経済のなかの日本」２９８べ 一！ ，渡辺利夫　朴宇配編，同
１１掲書 ，２９８

　ぺ一ジ参照。尚，韓国繊維産業の発展と日本繊維資本の関連に関しては，岩田勝雄「韓国繊

　維工業と国際関係」『日本繊維産業と国際関係』法律文化社，１９８４年，第Ｗ章に所収を参照 。

９）金賛鎭，前掲書，６１ぺ 一ジ 。

１０）ユ９６６年の外資導入法の制定後，外資導入額の年度別上限を規定するとともに ，翌年の１９６７

　年には，外資の質的規制を目的とした「外資導入合理化のための総合施策」が実施された 。

　その要点は，利子率が低く ，据置期問が長い公共借款及び国際金融機関からの借款導入を積

　極的に推進し，全株式所有の形態ないし合作投資を通じた外国人投資を勧奨し，また償還期

　問が短く ，利子率が高くその他の条件が不利な民問借款は制限するというものである 。また

　直接投資に関しては，１９７３年に「外国人投資比率調整に関する原則」及び「外国人投資に関

　する一般指針」において，原則として外国人投資は内国人と５０ ：５０の比率で合作することと

　し，業種及ひ投資規模についても細かい規制を施行している 。金賛鎭，同１」掲書 ，１３５べ 一ノ

　及び１３８～１４２ぺ 一ジ 。

１１）１９６０年代前半の対韓直接投資の内容の一例を示すと ，米国からは軍用車両工業３００万ドル

　（事業主 ＝亜細亜自動車），ナイロン糸工場５８万ドル（韓国ナイロン），精油工場４８２万ドル

　（大韓石油），時計製造２２万ドル（九一），糊附糸加工１１万ドル（汎洋工場），椎茸栽培３万ド

　ル（ミド食品），ミンク農場１８万ドル（極東ミンク）に，旧西独からは製薬工場２２万ドル

　（韓独メリダア），香港からは音感教材工場３０万ドル（英昌楽器），パナマからは白色セメン

　　トエ場２２万ドル（ユニオン白洋灰）が投資されている 。数字はいずれも投資契約額。経済企

　画院『経済白書』１９６５年版，１５５ぺ 一ジ。尚，１９６０年代後半以降の対韓直接投資の内容に関

　しては，日本貿易振興会『海外市場白書 ～投資編 ～』１９７２年版，「韓国Ｂ ．外資系企業リス

　　ト」４１～４９ぺ 一ジを参照 。

１２）金賛鎭氏はパナマからの対韓直接投資について，「パナマは主に米国系企業が米国租税法

　と関連して，経営上の柔軟性を確保するために租税の負担のないパナマに会杜を設立したの

　で，パナマの投資は米国系投資と同一視してもよいであろう」と述べている 。金賛鎭，前掲

　書，６４ぺ 一ジ 。

１３）金賛鎭，前掲書，２６６ぺ一ジ 。

１４）金賛鎭，同１』掲書 ，２６５べ 一ノ 。

５）　『世界に飛躍する韓国産業』野村総合研究所，１９８８年，第５章「セメント」 ，７４ぺ 一ジ 。
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皿　韓国の外資導入の展開過程一１９７０年代一

　（１）１９７０年代政府の経済開発計画と外資導入

　韓国は１９６０年代以降，米国援助にかわ って主として米 ・日からの外資に依存しつつ経

済成長を実現するが，早くも６０年代末には国民経済に深刻な諸問題が発生することとな

った。経済企画院は，第１次及び第２次経済開発５ヶ 年計画期問中に成し遂げられた持

続的な高度成長によっ て不可避に招来した諸問題として，＠農工問の不均衡の深化，　

慢性的なインフレ基調の体質化，　企業財務構造の悪化を挙げ，これらの諸問題は短期

的な国内経済活動の停滞を招来しただけでなく ，長期的な持続的成長の制約要因として
　　　　　　　　１）
登場した，と捉えた。したがって，これらの諸問題を解消していくことが，１９７０年代の

韓国経済の経済政策上の課題となり ，それは第３次５ヶ 年計画の政策基調が「成長 ・安

定・ 均衡の調和」を唱 っていることにも表れていた 。

　第３次経済開発５ヶ 年計画は，「成長 ・安定 ・均衡の調和」という政策基調の上で ，

農漁村経済の革新的開発，重化学工業化の建設，輸出の画期的増大を３大目標として設

定された。韓国政府はこの３大目標の達成のための財源を外資の積極的な導入に求め ，

外資誘致の方向性として，０農漁村経済の革新的成功に必要なセマウル事業支援のため

の対外経済協力を積極的に推進し，経済の均衡的成長を企図すること ，　重化学工業建

設及びこれを支援する社会問接資本の拡充に所要される外資確保に最大限の努力を傾注

して，経済の急速な成長を企図すること ，　産業合理化資金確保のための対外経済協力

を推進し，国際経済協力を強化するための努力を傾注すること ，＠国内企業の小規模外

資所要を有利な条件で供給するために，各国政府及び国際金融機関からの有利な包括借
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
款を拡大すること ，にその力点を置いたのである 。

　１９７２年２月韓国政府は，第３次経済開発５ヶ 年計画の所要外資調達方案を確定したが，

その主要内容は次のようである。計画期問中，総所要外資を到達基準で３８億６ ，９００万ド

ルと確定し，これを調達するのにおいて３億８，０００万ドルは外国人直接投資で，残余３４

億８ ，９００万ドルは借款で調達するが，このために今後５年間に３９億６ ，６００万ドルの借款を

新規に確定するようにした。しかし，この計画はセマウル事業のための１０億ドルの対外

経済協力計画が推進されるにつれて，総所要外資規模の増加とともに修正せざるを得な

かっ た。 修正された第３次５ヶ年計画の所要外資及びその導入方向をみれば，計画期問
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中の総所要外資規模を当初の計画より８億ドル増大した４６億６ ，９００万ドルとし ，このう

ち３億８ ，ＯＯＯ万ドルは外国人直接投資で，残余４２億８ ，９００万ドルは借款で調達するが，民

問借款の規模を当初より３億ドルが減少した１４億９ ，５００万ドルとし ，残余２７億９ ，４００万ド

ルは公共借款で調達するようにし，この公共借款中１０億ドルはセマウル事業支援のため
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
の資金として確保するというものであ った 。

　このように第３次経済開発５ヶ 年計画の所要外資調達方案修正案は，同計画期１９７２～

７６年に総額４６億６ ，９００万ドルの外資導入を見積 った。その内訳は公共借款が２７億９ ，４００万

ドル，民間借款１４億９ ，５００万ドル，外国人投資３億８ ，ＯＯＯ万ドルとなっ ている 。同計画期

間中に実際に投資された外資の総額は５９億５ ，３００万ドルであ って ，修正案よりも約１３億

ドルも上回 っている 。その内訳は公共借款が２４億１ ，７００万ドル ，民問借款が３０億４００万ド

ル， 外国人投資が５億３ ，２００万ドルであ った。したがって，実際には公共借款の導入は

修正案を３億７ ，７００万ドル下回り ，外国人投資は１億５ ，２００万ドル上回 っている 。民問借

款は元利金の償還条件が不利であること ，その導入額をＩＭＦなどの国際金融機関等に

よっ て制限されていたのにもかかわらず，修正案の倍額が導入されるに至 っている 。修

正案ではセマウル事業支援のための公共借款のうち１０億ドルを農業部門に投資するとな

っていたが，実際には１９７２～７６年の累計２億１ ，９３０万ドルと修正案のわずか２０％強が投

資されたにすぎない 。

　第４次経済開発５ヶ 年計画は経済企画院が１９７５年６月に作業を始め，ＩＢＲＤなと国際

　　　　　　　　　　　４）
経済協力機構の専門機関及び韓国開発院ＫＤＩの支援と関係部署の助力を受け成案され

，

１９７６年６月に大統領の裁可を得て確定された。同計画の基本目標は¢工業構造の高度化

を通じて経済成長の自立構造を確立し，　杜会開発を本格化することによっ て厚生及び

分配政策を通して国民福祉を増大し，　技術革新を通じて産業能率を高めるところにあ

った。第４次計画では総投資財源を３４４億２ ，３００万ドルと設定し，その内訳は総投資の

８８％に相当する３０２億２ ，３００万ドルを国内貯蓄で，総投資の残り１２％の４ユ億５ ，２００万ドル

を海外貯蓄で充当するというものであ って，投資財源の自立化が強調されていた。だが ，

実際には外資は計画値の３倍以上をも上回る１３７億４ ，４００万ドルが導入され，総投資に占

める海外貯蓄の比率も３２％に達した。このように第４次計画期問に計画値を大きく上回

る外資が導入されることになっ たのは，後に考察されるように韓国は１９７０年代後半以降

の重化学工業化プロジ ェクト推進のための膨大な投資財源が必要とされたからであ った 。
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（２）対韓進出外資の内容と特徴

　１９５７年に設置された米国開発借款基金（ＤＬＦ）にしたがって，１９５９年に通信施設の拡

充のために米国から公共借款の形態で初めて供与された外国資本は，１９７０年代にその量

的規模は著しく拡大するようになる 。１９７０年代に韓国へ投資された外国資本を形態別に

みると ，第１に，公共借款及び民問借款とも金額が後半あるいは末に著しく急増してい

ること ，第２に，直接投資の金額は依然として小さく ，全体に占める比率も１９７０年代平

均すれば１０％にも満たないこと ，第３に，しかし１９７３ ・７４年の両年は一時的に急増して

いること ，が特徴的である 。

　１９７０年代に韓国へ投資された公共借款の業種別の内容は，前半は１９６０年代末から急増

した食糧導入の比率が大きく ，公共借款の金額が増大する後半からは，「社会問接資本」

への比率が高まっ ていくという傾向を示している（第２表）。 また後半には農業部門への

投資が増大しているが，これは１９７０年代後半以降政府によっ て促進されたいわゆるセマ

第２表　１９７０年代公共借款の業種別推移

到着基準

単位 ；１００万ドル

１９７０ １９７１ １９７２ １９７３ １９７４ １９７５ １９７６ １９７７ １９７８ １９７９ １９８０

農林水産業
２． １ ２３ ．６ １７ ．４ １８ ．７ ３７ ．２ ４２ ．５ １０３ ．５ １８０ ．７ １６５ ．１ １３９ ．３ １６２ ．６

鉱　　業 ・ 一 ． ■ ． ‘ ■
１． ２ ３． ４ ３． ３ １． ８

製造業
３２ ．２ ３８ ．７ ８４ ．７ １２２ ．５ １２２ ．５ ２３１ ．４ １５ ．９ １６ ．６ ２３ ．４ ２９ ．３ ３７ ．５

食　　品
３． １ １． ４ ０． ２

‘ 一 ． ’ 一 ｉ
ｎ． ａ． ｎ． ａ．

繊　　維
Ｏ． ４

一
０． ９ ０． １

一 ■
０． １

■・
ｎ． ａ． ｎ． ａ．

化　　学
１． ６ ２． ０ ７． ２ １６ ．９ １． ６ ５． ８

Ｉ 一 ■
ｎ． ａ． ｎ． ａ．

土石及びガラス ｉ 一 一 ■ ． ■ ．一 ．
ｎ． ａ． ｎ． ａ．

金属 ・機械
０． ４ ２． ９ ２７ ．９ １７ ．７ １６ ．２ ３６ ．７ ９． ５ １０ ．９ ２３ ．０ ｎ． ａ． ｎ． ａ．

その他
２６ ．７ ３２ ．４ ４９ ．５ ８７ ．０ １０４ ．７ １８９ ．Ｏ ６． ４ ５． ７ ０． ９ ｎ． ａ． ｎ． ａ．

社会間接資本
２９ ．３ ６１ ．８ ６３ ．１ ８６ ．３ １４７ ．９ ３０１ ．７ ５９２ ．７ ４２７ ．７ ６２５ ．８ ９５１ ．３ １， ３１６ ．５

建設業
７． ０ ９． ６ １６ ．４ ２１ ．９ ２９ ．３ ４６ ．０ ７０ ．６ １１６ ．１ １４５ ．９ １３９ ．４ １５７ ．８

電　気
１２ ．９ ９． ８ ６． ４ ０． ４ １２ ．４ ２６ ．２ ７３ ．４ ８９ ．４ １６５ ．１ ３９４ ．Ｏ ７５１ ．９

運輸 ・ガス ・水道 ５． ４ ３７ ．４ ３０ ．４ ３４ ．２ ６１ ．８ ６６ ．２ ７７ ．１ ５５ ．７ ５３ ．２ ※ ※

通　　信
２． ８ ４． ２ ６． ５ １５ ．０ １０ ．６ ２３ ．５ ※ ※ ２０ ．５ ２０ ．３ １７４ ．１

住　　宅 一 一 一
８． ９ １６ ．７ ２９ ．４ ※ ※ ※ ※ ※

その他
１． ２ ０． ８ ３． ５ ５． ９ １７ ．Ｏ １１０ ．５ ３７１ ．５ １６６ ．６ ２４１ ．４ ３９７ ．６ ２３２ ．７

糧穀導入額
５１ ．７ １７９ ．３ １５９ ．２ １４１ ．０ ９． １

一 一 ’ 一 一一

合計
１１５ ．３ ３０３ ．４ ３２４ ．４ ３６８ ．５ ３１６ ．６ ５７５ ．６ ７１２ ．１ ６２６ ．２ ８１７ ．７ １， １２３ ．１ １， ５１８ ．３

（出所）韓国貿易協会順易年鑑』各年版 。

（注）※はその他に含まれる 。

（３４８）



韓国の経済発展における外国資本（斐） ９７

ウル運動の財源的役割を為しているのであろう 。「社会間接資本」の内容は，前半には

運輸 ・ガス ・水道に対する投資が多く ，後半には電気 ・建設業への投資が増大している 。

導入先別にみた場合の最も大きな特徴の一つは，国際金融機関からの供与がきわめて大

きいことである（第３表）。 前半は１９６０年代と同様に米国からの供与が全体の過半あるい

はそれに近い比率を占めていたが，公共借款の金額が急増する後半以降は，国際金融機

関からの供与がそれまで最大の供与国であ った米国を上回り ，全体の過半あるいはそれ

に近い比率を占めるようになっ た。 国際金融機関からの公共借款導入の急増は，第３次

経済開発５ヶ 年計画における重化学工業化の推進が同分野での投資財源の集中をもたら

した結果，「社会間接資本」や農業部門での投資財源不足が深刻化することによっ て，

これらの部門への投資財源を確保するために，１９７３年の第１次石油危機以降スタグフレ

ーシ ョンに見舞われる中で財政赤字を拡大している先進資本主義諸国からの公共借款供

与の減少をも影響して，国際復興開発銀行１ＩＢＲＤ）を始めとする世界銀行グルー プ及

びアジア開発銀行（ＡＤＢ）から ，年間協力計画にしたがってより一層の積極的な融資を

必要としたことが背景となっ ている 。日本からの供与は前半には比較的大きな比率を占

めるものであ ったが，半ばにはむしろ金額でも減少し，後半においても投資額はほとん

ど増大せず，一定であ った。１９７０年代日本の韓国への公共借款の供与は停滞的な傾向に

あっ たのである 。

　１９７０年代の韓国へ供与された民問借款は，まず業種別にみた場合，その特徴の一つは

第３表　１９７０年代公共借款の国別推移

到着基準

単位 ；１００万ドル

米　国 日　本 Ｅ　Ｃ
旧　西
ドイツ

イギリス フランス カナダ 国際機構 その他 香　港 合　計

１９７０ ８６ ．４ １３ ．１

一
１． ３

■ ’ 一
１３ ．５ ！． Ｏ

■
ユ１５ ．３

１９７１ １４０ ．１ １０１ ．９

一
２． ５

一 ■
１． ８ ５７ ．１

一 ■
３０３ ．４

１９７２ １８７ ．３ ６３ ．５

’
５． ３

‘ ■
３． ５ ６２ ．９ １． ９

一
３２４ ．４

１９７３ １６０ ．Ｏ １０１ ．８ ８． Ｏ ７． ３
・ ■

５． ７ ９３ ．Ｏ

’ 一
３６８ ．５

１９７４ ３０ ．Ｏ １２３ ．１ １２ ．６ １２ ．６

一 一
Ｏ． ４ ユ５０ ．５

■ ■
３ユ６ ．６

１９７５ １７７ ．６ ６０ ．３ ３６ ．６ ３４ ．２ １． ４ ユ． Ｏ ９． ５ ２９１ ．７

一 一
５７５ ．６

１９７６ ７０ ．９ ５７ ．６ ６８ ．８ ４４ ．９ １５ ．１ ８． Ｏ ４０ ．４ ４７３ ．Ｏ １． ４ ｎ． ａ． ７１２ ．！

１９７７ １２３ ．２ ７５ ．６ ６５ ．２ １６ ．４ ３２ ．３ １１ ．１ ４０ ．２ ２９９ ．３ ２２ ．７
ｎ． ａ． ６２６ ．２

１９７８ １７６ ．Ｏ ９７ ．７ ６９ ，９ ７． Ｏ ６１ ．４ １． ５ ４８ ．５ ４０７ ．１ ！８ ．５
ｎ． ａ． ８１７ ．７

１９７９ ２３６ ．４ １１１ ．４ １１０ ．５ ユ１ ．６ ９８ ．６ Ｏ． ２ ７７ ．Ｏ ５２７ ．３ ６０ ．５
ｎ． ａ．

１， １２３ ．ユ

１９８０ ３３６ ．２ １２６ ．８ ２８５ ．５
ｎ． ａ． １２３ ．６

ｎ． ａ． １９０ ．Ｏ ３９２ ．Ｏ １８７ ．８ １７６ ．５ １， ５１８ ．３

（出所）第２表と同じ 。

（３４９）



　９８　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４２巻 ・第３号）

製造業部門の比率が公共借款の場合と比べて高いことである（第４表）。１９７０年代に供与

された民問借款の６３％は製造業部門に投下されており ，その製造業部門の内容をみると ，

導入金額が大きいのは繊維，化学，石油，金属であり ，一般機械と電気機械は小さい 。

１９７０年代に第１次産業部門である農林水産業へ民問借款形態で投資された外国資本は ，

全体のわずか１ ．２％にすぎない。「社会間接資本」への投資は全体の３５ ．８％を占めており
，

その内容で金額の大きいのは電気，運輸保管である 。電気への投資の多くはさきの公共

借款でもみられたように，原子力発電所建設に関するものである 。

　国別地域別にみれば，最大の供与国 ・地域はＥＣで全体の２９％を占めている（第５表）

（拡大ＥＣ成立以前の１９７１ ・７２年の両年は旧西独，英，仏の合計値）。 ＥＣに次ぐのが米国の

２２ ．６％と日本の２２ ．４％であり ，ＥＣ ・米国 ・日本の３地域 ・国で全体の７４ ．１％に達して

いる 。これら３地域 ・国からの供与を１９７０年代前半と後半に分けてみると ，前半は米国

第４表　１９７０年代民問借款の業種別推移

到着基準

単位 ；１００万ドル

１９７０ １９７１ １９７２ １９７３ １９７４ １９７５ １９７６ １９７７ １９７８ １９７９ １９８０

農林水産業
９． ４ ３． ３ １２ ．Ｏ １１ ．３ ２６ ．７ １１ ．１ １６ ．５ ９． ３ ５． ７ ５． Ｏ ８． ３

鉱　　業 ■ ■ 一 一 一 一 ・ 一 ｉ 一 一

製造業
１４７ ．９ １８８ ．７ ２１５ ．６ １４０ ．４ ４２８ ．０ ４９４ ．１ ６３０ ．４ ８９２ ．６ １， ３０５ ．９ １， ０４９ ．Ｏ ６２８ ．０

食　　品
６． ５ ８． ６ ５． ３

一 一 一
１． ５ Ｏ． ６ １． ８ ｎ． ａ． ｎ． ａ．

繊　　維
４９ ．７ ７． ４ １１ ．４ ５７ ．９ ２５５ ．５ ９６ ．８ １４８ ．７ ９５ ．８ １３２ ．８ １４０ ．０ ３０ ．９

製　　紙
２． ９ １． ５ １． ６ ０． ７

一 ■ 一 一 一
ｎ． ａ． ｎ． ａ．

製材及び木材 ４． ３
一 ■

１． ０
■ 一

１７ ．１ １０ ．７ ２０ ．Ｏ １９ ．１ ２． ６

化　　学
２７ ．６ ５６ ．３ ７５ ．６ ２１ ．１ ４２ ．３ ６９ ．５ １５０ ．３ １７６ ．９ ３９６ ．１ １９２ ．７ ７５ ．８

石油及び石炭 ２０ ．５ ３． ６ ２２ ．３ Ｏ． ４
一

６． ９ ４． ３ ２１ ．３ ５５ ．５
ｎ． ａ． ｎ． ａ．

土石及びガラス １３ ．０ ３５ ．５ １５ ．９ １０ ．３ ２３ ．１ ３７ ．７ ６０ ．７ ６３ ．９ ８４ ．３ １０９ ．０ ３２ ．Ｏ

金属 ・機械 １０ ．７ ５６ ．７ ６９ ．６ １６ ．９ ３５ ．１ ２１０ ．３ １７０ ．０ ４４０ ．３ ５０９ ．０ ４７２ ．４ ４３４ ．１

輸送用機器
７． ２ １７ ．９ １７ ．３ ２８ ．８ ６３ ．５ ５７ ．Ｏ ６２ ．３ ５３ ．０ ８３ ．９ ３５ ．２ ４１ ．９

電気機器
５． １ ０． ７ １． ５ ２． ９ ７． １ １４ ．３ １５ ．４ ２８ ．４ ２２ ．４ ※ ※

そ　の　他
０． ３ ０． ３

ｉ ‘
１． ５ １． ６ ０． １ １． ６ ０． １ ｎ． ａ． ｎ． ａ．

社会間接資本 ２０９ ．４ １５３ ．３ ９８ ．８ １９２ ．８ １６１ ．３ ３２４ ．３ １９４ ．１ ３４０ ．２ ６１８ ．２ ５３０ ．３ ７７９ ．６

建設業
４． １ ６． ５ ８． ３ Ｏ． １ ０． ６ ４． ０ ４． ７

一
４． ３

一
１８ ．８

電　　気
１４９ ．３ ９９ ．７ ３７ ．Ｏ ２４ ．８ ５９ ．７ １０９ ．０ ８７ ．３ １９９ ．２ ３５１ ．９ ２９２ ．１ ２５９ ．８

運輸保管
４０ ．５ ４２ ．０ ３４ ．５ １３０ ．９ ５７ ．１ １４１ ．６ １１ ．７ ６４ ．１ １５６ ．０ １１７ ．９ ３５５ ．８

ホテル及び
住宅など

１５ ．５ ５． １ １９ ．１ ３７ ．１ ４４ ．０ ６９ ．７ ９０ ．４ ７６ ．９ １０６ ．０ １２０ ．３ １４５ ．２

合　計
３６６ ．７ ３４５ ．２ ３２６ ．４ ３４４ ．４ ６１６ ．Ｏ ８２９ ．５ ８４１ ．Ｏ １， ２４２ ．１ １， ９２９ ．８ １， ５８４ ．３ １， ４１５ ．８

（出所）第２表と同じ 。

（注）※は機械に含まれる 。

（３５０）



韓国の経済発展における外国資本（斐）

第５表　１９７０年代民問借款の国別推移

９９

到着基準

単位 ；１００万ドル

１９７０ １９７１ １９７２ １９７３ １９７４ １９７５ １９７６ １９７７ １９７８ １９７９ １９８０

米　　　国
１５１ ．９ ９８ ．９ ６５ ．８ １５０ ．Ｏ ３０５ ．Ｏ ３１４ ．８ ２１８ ．１ ２５５ ．７ ３１０ ．５ １８１ ．５ ２４５ ．５

日　　　本
８２ ．５ ６２ ．９ １０１ ．９ ６８ ．５ １０４ ．６ １１４ ．８ ４５ ．９ ３４６ ．２ ５８５ ．Ｏ ３９０ ．１ ３０２ ．７

国際金融機構 一 ■ ■ 一 一 一
２７ ．５ １４ ．２ １５ ．６

一 一

ＥＣ諸国 一 一 ■
６９ ．２ １０６ ．２ ２０５ ．６ ３４８ ．３ ３８９ ．３ ６ユ５ ．５ ５１５ ．９ ２６９ ．０

ド　イ　ツ ２９ ．７ １６ ．１ １５ ．９ １２ ．７ １５ ．５ １４ ．１ ６ユ ．７ ５３ ．２ ５７ ．４ ９７ ．Ｏ ６７ ．８

イギリス
２９ ．９ ５１ ．９ ５７ ．４ ３１ ．５ ６４ ．７ １２６ ．７ １２５ ．８ ２０８ ．５ ３６１ ．４ ２８４ ．１ １６４ ．６

フランス
４６ ．１ ６７ ．１ ２２ ．１ １５ ．７ ２４ ．４ ５２ ．４ ９４ ．Ｏ ６９ ．３ １３９ ．８ ６ユ ．６ ３０ ．８

その他の諸国 ２６ ．６ ４８ ．３ ６３ ．３ ５６ ．８ １００ ．２ １９４ ．３ ２０ユ ．２ ２３６ ．７ ４０３ ．２ ４９６ ．８ ５９８ ．６

ス　イ　ス ｎ． ａ、 ｎ． ａ． ｎ． ａ． ｎ． ａ． ｎ． ａ． ｎ． ａ． ｎ． ａ． ２１ ．２ ６３ ．２ １５８ ．７ ５２ ．１

香　　港 ｎ． ａ． ｎ． ａ． ｎ． ａ． ｎ． ａ． ｎ． ａ． ｎ． ａ． ｎ． ａ． ９８ ．６ ２０６ ．９ １９７ ．５ ９７ ．２

パ　ナ　マ ｎ． ａ、 ｎ， ａ． ｎ． ａ． ｎ． ａ． ｎ． ａ． ｎ． ａ． ｎ． ａ． ｎ． ａ．

■ ■
２４１ ．８

合　計 ３６６ ．７ ３４５ ．２ ３２６ ．４ ３４４ ．４ ６１６ ．Ｏ ８２９ ．５ ８４１ ．Ｏ １， ２４２ ．１ １， ９２９ ．８ １， ５８４ ．３ １， ４１５ ．８

（出所）第２表と同じ 。

が４０ ．０％，ＥＣが２４ ．８％，日本が２０ ．３％であり ，後半はそれぞれ１７ ．３％ ，３０ ．５％
，

２３ ．２％となっ ている 。このように１９７０年代の民問借款の国別地域別の特徴は第１に
，

ＥＣ，米国，日本という３地域 ・国から集中して行われていること ，第２に，前半は米

国が最大の供与国であり ，全体に占める比率も４０％と大きいものであ ったが，後半は米

国の増加傾向がＥＣ及び日本に比して相対的に停滞しているのに対し，ＥＣの後半にお

ける貸与額の増大は著しい様相を呈していること ，第３に，日本の民問借款は公共借款

が横ばいであ ったに比べ後半に急増していること ，などである 。１９７０年代後半に日本及

びＥＣからの民問借款が急増するのは，日本の場合は主として浦項製鉄所拡張事業へ ，

ＥＣの場合は送変電施設拡張事業や火力発電建設及び大宇造船の玉浦造船建設事業など

に１億ドル以上，あるいは数億ドルという多額の貸与が行われたからである 。

　次に１９７０年代韓国への直接投資についてみると ，その特徴は第１に１９７３ ・７４年の２年

問に集中的な「投資ラ ッシュ」がみられること ，第２に，その後投資額が増大傾向を呈

するのではなく ，１億ドル台で推移するという停滞傾向が持続している点である 。事実 ，

１９７４年の投資額１億６ ，３００万ドルを上回るのは１０年後の１９８４年以降まで待たなければな

らないのである 。１９７０年代の対韓直接投資の特徴は，第１に後半の方が前半よりも投資

額が減少していることである 。産業部門別に前半と後半を比較してみると ，製造業１３業

種のうちで後半に投資が増大しているのは，食品，化学工業品，機械，雑貨の４業種に

（３５１）
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すぎず，繊維及び衣類を始め全体の３分の２以上に相当する９業種の投資額が減少して

いる（第６表）。 第２に，１９６０年代と同様に製造業の比率が高いことである 。製造業の内

容をみれば，最も多額の投資が行われている業種は繊維及び衣類であり ，実にその

８７ ．９％は前半に集中している 。１９７０年代後半にはわずか１８６万ドルしか投資されておら

ず， １９７８年の２２万ドルを最後としてその後投資は全く行われていない。繊維及び衣類に

　　　　　　第６表　直接投資の業種別推移（１９６２～８１年６月３０日現在）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　到着基準

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位 ；１ ，０００ドル

年度別 １９６２～６６ １９６７～７１ １９７２～７６ １９７７～８１ ．６ ．３０ 合　　計

業種別 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

農林水産業
５１ Ｏ． ２％ １， １６３ １． ２％ ７， ４６４ １． ３％ ５， ８２８ １． ２％ １４ ，５０６ １． ２％

農　　　　林
２６ Ｏ． １％ １， ０８９ １． １％ ２， ６１８ ０． ５％ ３， ９９７ ０． ８％ ７， ７２８ ０． ７％

水　　　　産
２５ Ｏ． １％ ７４ Ｏ． １％ ４， ８４６ ０． ９％ １， ８２９ ０． ４％ ６， ７７８ Ｏ． ６％

鉱　　工　　業
２１ ，２１２ ９９ ．８％ ８０ ，１１５ ８３ ．１％ ４４５ ，８７７ ８０ ．０％ ３３８ ，８７６ ６９ ．１％ ８８６ ，０８０ ７６ ．１％

鉱　　　　業 一 ’
２４ ０． Ｏ％ １， ０５８ Ｏ． ２％ １， ２０９ Ｏ． ２％ ２， ２９１ Ｏ． ２％

製　造　業
２１ ，２１２ ９９ ．８％ ８０ ，０９１ ８３ ．１％ ４４４ ，８１９ ７９ ．９％ ３３７ ，６６７ ６８ ．９％ ８８３ ，７８９ ７５ ．９％

食　　　晶
１００ Ｏ． ５％ １， １５９ １． ２％ ２， ２２１ ０． ４％ １２ ，３６２ ２． ５％ １５ ，８４２ １． ４％

繊維 ・衣類 ８１３ ３． ８％ １３ ，３７２ １３ ．９％ １１７ ，０５３ ２１ ．Ｏ％ １， ８５６ ０． ４％ １３３ ，１３０ １１ ．４％

製材 ・木材 ４８ Ｏ． ２％ １３７ Ｏ． １％ １， ０４９ Ｏ． ２％ ５５９ ０． １％ １， ７９３ ０． ２％

化学工業
４， ５８８ ２１ ．６％ １２ ，５６５ １３ ．０％ ５５ ，２８１ ９． ９％ １５０ ，７５４ ３０ ．７％ ２２０ ，１８８ １８ ．９％

医　　　薬
２６９ １． ３％ ７４３ Ｏ． ８％ ３， ７８８ Ｏ． ７％ ２８４ Ｏ． １％ ５， ０８４ Ｏ． ４％

肥　　　料
１０ ，０００ ４７ ．０％ １０ ，５００ １０ ．９％ ２１ ，３２５ ３． ８％ １， ５００ ０． ３％ ４３ ，３２５ ３． ７％

石　　　油
５， ０００ ２３ ．５％ １０ ，０５５ １Ｏ ．４％ ３３ ，８９６ ６． １％ １３ ，５１４ ２． ８％ ６２ ，４６５ ５． ４％

窯　　　業 ■ ．
８， ７１６ ９． ０％ ９， ２９７ １． ７％ １， ３９６ Ｏ． ３％ １９ ，４０９ １． ７％

金　　　属 ■ ■
５， ３０４ ５． ５％ ３２ ，８７３ ５． ９％ ２５ ，４６８ ５． ２％ ６３ ，６４５ ５． ５％

機　　　械
３１９ １． ５％ ３， ０９０ ３． ２％ ３４ ，８７５ ６． ３％ ４２ ，０６６ ８． ６％ ８０ ，３５０ ６． ９％

電気 ・電子 一 一
１１ ，２０４ １１ ．６％ ８５ ，４１２ １５ ．３％ ５９ ，６７５ １２ ．２％ １５６ ，２４９ １３ ．４％

輸送用機器 ’ ’
３３７ ０． ３％ ３４ ，８５６ ６． ３％ １２ ，９３９ ２． ６％ ４８ ，１３２ ４． １％

雑　　　貨
７５ Ｏ． ４％ ２， ８７３ ３． Ｏ％ １２ ，８９３ ２． ３％ １８ ，３３６ ３． ７％ ３４ ，１７７ ２． ９％

社会問接資本 一 ．
１５ ，０７６ １５ ．６％ １０３ ，６９９ １８ ．６％ １４５ ，６１０ ２９ ．７％ ２６４ ，３８５ ２２ ．７％

金　融　業 一 ’
２， ６２１ ２． ７％ １１ ，２５１ ２． ０％ ３１ ，００７ ６． ３％ ４４ ，８７９ ３． ９％

建設 ・用役 一 ’
４， ２９１ ４． ５％ １５ ，１９６ ２． ７％ ３９ ，９５９ ８． １％ ５９ ，４４４ ５． １％

電　　　　気 ． ’ 一 ． ． ．
１１１ ０． Ｏ％ １１１ ０． Ｏ％

輸送保管 一 ■
６６４ ０． ７％ ４， ５１１ Ｏ． ８％ １７ ，４２６ ３． ６％ ２２ ，６０１ １． ９％

ホテル観光 ‘ 一
７， ５００ ７． ８％ ７２ ，７４１ １３ ．１％ ５７ ，１０７ １１ ．６％ １３７ ，３４８ １１ ．８％

合　　計
２１ ，２６３ １００ ．Ｏ％ ９６ ，３５４ １００ ．０％ ５５７ ，０４０ １００ ．Ｏ％ ４９０ ，３１４ １００ ．０％ １， １６４ ，９７１ １００ ．０％

（出所）経済企画院『外国人投資白書』１９８１年，１３０～１３１ぺ 一ジより作成 。

（注）金額は現金と資本財の合計値 。

（３５２）
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次いで投資額の多いのは電気及び電子であり ，以下，化学工業品，機械，輸送用機器 ，

金属，石油，肥料などの順となっ ている 。１９７０年代後半も農林水産業は全体の１ ．２％に

すぎないが，製造業は６８ ．９％と前半と比べると全体に占める比率は低下し，「社会間接

資本」は２９ ．７％と上昇している 。製造業の内容をみれば，最も多額の投資が行われてい

る業種は化学工業品となり ，それに次ぐのは電気及び電子で以下，機械，金属，雑貨 ，

石油，食晶などの順となっ ている 。１９７０年代に投資された「杜会問接資本」の過半はホ

テル ・観光である 。だが，ホテル ・観光は１９７０年代前半には「社会間接資本」部門の

７０ ．１％をも占めていたが，後半には３９ ．２％と比率を低下し，ホテル ・観光に比して金融

業， 建設及び用役，運輸保管の比率がそれぞれ高まっ ているという様相を呈している 。

　１９７０年代の対韓直接投資の国別動向にみられる特徴の一つは，日本からの投資が激増

したことである（第７表）。 ただ，１９７０年代に日本の対韓直接投資は激増するが，それは

前半に集中しているのであ って ，後半は前半に比すれば停滞傾向を示している 。１９６０年

代末，導入借款の元利金償還の負担増大と借款企業の不実企業化問題が発生することに

よっ て， 韓国政府の外資導入政策はそれまでの借款導入一辺倒から輸出増大に寄与する

直接投資を積極的に受け入れる方向で転換した。それは具体的には１９６９年の「外国人投

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５
１

資の誘致推進と外国人投資企業の育成のための施策」の発表，１９７０年に馬山 ・裡里に輸

出自由地域を設置し，租税面での優遇的措置などを織り込んだ「輸出自由地域設置法」

と事実上，労働運動を禁止する「外国人投資企業の労働組合及び労働争議に関する臨時

　　　　　　　　　　　　　　　６ １

特例法」の制定などとして表れた。それらは外国人投資企業に対する所得税 ・法人税と

　　　　　　　　　　７）
財産税 ・取得税の減免，そして外国人投資家による資本財の輸入に対する関税 ・物晶税

・織物類税の免税が盛られた租税上の優遇措置，内国民的待遇，利潤配当金の送金と投

　　　　　　　　８）
資資本回収の保障などを定めた外資導入法における直接投資の誘因とともに，日本資本

の対韓進出を促進させる要因とな った。とりわけ日本の繊維と電気 ・電子を主とする中

小企業は低賃金労働力の利用と租税面での優遇的措置の享受などを投資目的として馬山
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
・裡里の輸出自由地域へ一斉に進出したのである 。また非鉄金属や化学工業部門などへ

の日本資本の対韓進出は１９７０年代以降，日本国内で住民たちの熾烈な反公害運動によっ

て， 国内に産業立地を求められなくなっ た公害誘発企業が公害産業を輸出するという場
　　　　　ユＯ）
合もみられた。次に米国と欧州地域からの投資の動向についてみると ，まず米国の１９７０

年代の対韓直接投資は，１９７０年代初頭の方が半ばよりも投資額は大きく ，後半以降に再

び増大するという傾向を示しており ，このような米国の１９７０年代の対韓直接投資の傾向

は， 日本の場合とはまさに対照的である 。米国の１９７０年代の対韓直接投資の一件当りの

（３５３）
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第７表

　　　　立命館経済学（第４２巻 ・第３号）

直接投資の国別地域別推移（１９６２～８１年６月３０日現在）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　到着基準

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位；１ ，０００ドル

年度別 １９６２～６６ １９６７～７１ １９７２～７６ １９７７～８ユ ．６ ．３０ 合　　計

国別地域別 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

アメリカ地域
１６ ，０１２ ７５ ．３％ ４８ ，３８１ ５０ ．２％ １３４ ，２７９ ２３ ．７％ １７４ ，３５６ ３５ ．６％ ３７３ ，０２８ ３２ ．Ｏ％

ア　メ　リ　カ １５ ，９８７ ７５ ．２％ ３２ ，６６４ ３３ ．９％ ８７ ，５３６ １５ ．４％ １６１ ，７７０ ３３ ．０％ ２９７ ，９５７ ２５ ．６％

カ　　ナ　　ダ ■ Ｉ 一 一
１２９ Ｏ． Ｏ％ ５５ Ｏ． ０％ １８４ Ｏ． ０％

パ　　ナ　　マ ２５ ０． １％ ２， ４０２ ２． ５％ ２０ ，４９１ ３． ６％ ２， ４８７ Ｏ． ５％ ２５ ，３８５ ２． ２％

バミューダ 一 一
５， ＯＯＯ ５． ２％ ５， ２５０ ０． ９％ ２， ８０９ ０． ６％ １３ ，０５９ １． １％

ノ、　　ノ、 　　マ 一 ■
３， ９３７ ４． １％ ９， ３９７ １． ７％

■ ’
１３ ，３３４ １． １％

Ｉ　　Ｆ　　Ｃ 一 １
４， ３７８ ４． ５％ １１ ，４９６ ２． ０％ ７， ２３５ １． ５％ ２３ ，１０９ ２． ０％

アジア地域
４， ９８２ ２３ ．４％ ３９ ，２７２ ４０ ．８％ ３９７ ，２３２ ７０ ．１％ ２０７ ，８５７ ４２ ．４％ ６４９ ，３１３ ５５ ．７％

日　　　　本
４， ６６３ ２１ ．９％ ３７ ，３７３ ３８ ．８％ ３９５ ，４７３ ６９ ．７％ １９６ ，３９７ ４０ ．１％ ６３３ ，９０６ ５４ ．４％

香　　　　港 ３１９ １． ５％ １， ７８６ １． ９％ １， ７５９ ０． ３％ １１ ，１００ ２． ３％ １４ ，９６４ １． ３％

台　　　　湾 一 一
８３ ０． １％

■ 一
３６０ ０． １％ ４４３ ０． ０％

ヨーロツパ地域 ２６９ １． ３％ ８， ４６１ ８． ８％ ２１ ，４１２ ３． ８％ ９１ ，０２１ １８ ．６％ １２１ ，４３３ １０ ．４％

旧西ドイツ
２６９ １． ３％ ２， ２４０ ２． ３％ ２， ２０３ Ｏ． ４％ ８， １１２ １． ７％ １２ ，８２４ １． １％

オ　ラ　ン　ダ ‘ 一
４， ９５４ ５． １％ ９， ９７５ １． ８％ ３９ ，４２３ ８． ０％ ５４ ，３５２ ４． ７％

イ　ギリ　ス ■ ■
４８１ Ｏ． ５％ ２， ６９２ ０． ５％ １８ ，８０４ ３． ８％ ２１ ，９７７ １． ９％

フ　ラ　ン　ス ■ 一
７１０ Ｏ． ７％ ５， ０１５ Ｏ． ９％ ６， ４１２ １． ３％ １２ ，１３７ １． ０％

イ　タ　リ　ア 一 １
１４２ ０． １％ １， １０４ ０． ２％

一 ■
１， ２４６ ０． １％

ス　　イ　　ス 一 ■ 一 一
１５４ ０． Ｏ％ ８， ４５９ １． ７％ ８， ６１３ ０． ７％

ベルギ ー 一 １ 一 ■ 一 ■
１， ０４０ Ｏ． ２％ １， ０４０ ０． １％

リヒテンシュ
タイン ‘ ■

２０４ ０． ２％ ２６９ ０． ０％ １２０ ０． ０％ ５９３ Ｏ． １％

ルクセンブルグ 一 ■ 一 一 １ ’
８， ６５１ １． ８％ ８， ６５１ ０， ７％

中　東　地　域 一 ｉ 一 ■
４， １１７ ０． ７％ １７ ，０８０ ３． ５％ ２１ ，１９７ １． ８％

イ　　ラ　　ン ■ ‘ ■ ’
４， １７７ ０． ７％ ８， ２８１ １． ７％ １２ ，３９８ ．１ ．１％

サウジアラビア 一 ■ ‘ Ｉ 一 一
２， ５８８ ０． ５％ ２， ５８８ ０． ２％

クウエート ‘ ■ 一 ■ 一 一
４， １４１ Ｏ． ８％ ６， ２１１ Ｏ． ５％

合　　計 ２１ ，２６３ １００ ．０％ ９６ ，３５４ １００ ．Ｏ％ ５５７ ，０４０ １００ ．Ｏ％ ４９０ ，３１４ １００ ．Ｏ％ １， １６４ ，９７１ １ＯＯ ．０％

（出所）

　（注）

経済企画院『外国人投資白書』１９８１年，１２８～１２９ぺ 一ジより作成 。

金額は現金と資本財の合計値 。

金額は，投資額の推移と同様に初頭の方が半ばよりも大きく ，後半に大幅に増大すると

いう傾向を呈している 。米国の１９７０年代の対韓直接投資は日本の場合と比べて投資件数

は少ないが，１９７５年の米系ダウケミカル社による麗川石油化学との合弁投資（７ ，２３２万ド

ル強）にみられるように，一件当りの投資額は大きいのが特徴的であるといえる 。一件

（３５４）
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当りの投資額が日本，米国よりもさらに大きいのが欧州地域からの投資であり ，欧州か

らの１９７０年代の対韓直接投資は，件数 ・金額とも日 ・米に比べるといずれも小さいが ，

１９７５年には英蘭 ロイヤルダ ッチシェ ル社の４ ，９８５万ドルの投資が行われるなどによっ て，

一件当りの投資額はきわめて大きい 。

　（３）外資導入依存 ・輸出主導型経済発展循環の深化

　１９７０年代の韓国の経済発展は，１９６０年代後半以降形成された韓国の外資導入依存 ・輸

出主導型経済発展循環メカニズムの一層の深化過程であ った。１９７０年代の韓国の外資導

入依存 ・輸出主導型経済発展は１９６０年代後半以降に生じた農工問の発展格差，生産財 ・

中問財ないし原資財の輸入誘発的な再生産構造の対外依存性の深化，慢性的な貿易収支

の赤字，輸出企業と非輸出企業との格差などを一層拡大 ・進展しつつ，不実企業の再発

をもたらすとともに，「財閥」と中小企業との発展格差の拡大，債務累積の増大 ・深刻

化などの新たな問題を派生させることになる 。

　１９７０年代韓国の鉱工業部門の成長率は年平均１４ ．８％であるのに対して，農林魚業部門

のそれは１ ．４％にすぎない。経済的危機に加えて大規模な干ばつによる自然災害という

特殊的な農業生産の悪条件に見舞われた１９８０年の一１９ ．１％を除した年平均値でも３ ．３％

という低い数値にとどまっ ている 。政府は第３次経済開発５ヶ 年計画における農業部門

の基本的目標を「農漁村経済の革新的開発」と位置づけ，このような目標を達成するた

めの重点施策として，食糧増産を通じた主穀自給，農漁民所得の増大，耕地整理と機械

化促進，農業技術の開発指導の強化，そして四大江流域開発による国土の効率的開発を

提示した。このような政府の農業政策は具体的には「統一」系の多収穫品種の開発 ・普

及， 肥料 ・農薬 ・農機械などを購入するための営農資財及び資金の集中支援，農業用水

開発 ・耕地整理 ・排水改善及び干拓事業を並行実施する大単位農業総合開発事業，高米

価政策の継続維持，セマウル運動を通じた環境改善事業などの実施推進，そして工業化

・都市化にともなう農地の農業以外の転用を最小限に食い止める「農地の保全及び利用
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
に関する法律」（１９７２年）の制定として表れた。これらの農業政策によっ て第３次経済開

発５ヶ 年計画期問に土地生産性は大きく上昇し，韓国の米生産は１９７５年以降自給が達成

されるほどの生産量の順調な増大をもたらし，農林水産業の年平均成長率は５ ．９％で計

画値の４ ．５％を１ ．４％上回り ，農村と都市の勤労所得格差は縮小し一時的には農家所得が

都市勤労者所得と均衡する現象がみられた。だが，第４次経済開発５ヶ 年計画期間には

セマウル運動の推進のために国際金融機関を主な貸し手として公共借款が導入されたに

（３５５）
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もかかわらず，農林水産業の年平均成長率は計画値の４ ．０％を達成するどころか 一〇 ．１％

とマイナス成長を記録し，農村と都市の勤労所得格差は再び拡大した 。

　１９７０年代の外資導入額は１９７０年の４億９ ，６００万ドルから８０年には３０億４ ，９００万ドルヘ
，

輸出額は同期間８億３ ，５００万ドルから１７５億５００万ドルヘとそれぞれ約６倍と約２１倍に増

大しつつ，輸出全体に占める軽工業製品と重化学工業製品の比重は６９ ．７％と１２ ．８％から

４８ ．４％と４１ ．６％へと推移し，輸出依存度は１５ ．０％から３４ ．７％へと大きく上昇した 。１９７０

年代に韓国は１９６０年代後半以降推進された輸出拡大施策と第３次経済開発５ヶ 年計画に

おいて国家の重要施策の一つとして位置づけられた重化学工業政策が進展するにしたが

って，産業構造が１９６０年代の農業部門を主としたから工業部門を主軸した構造に変容し

ていくだけでなく ，製造業部門における高度化，すなわち軽工業製品に比して重化学工

業製品の比率が著しく上昇し，多様化した軽工業製品と素材型産業及び一部の加工組立

産業に属する資本集約的な重化学工業製品という生産 ・輸出の二極構造が確立すること

になっ たのである 。一方で，生産財 ・中問財ないし原資財の輸入誘発的な再生産構造の

対外依存性は１９７０年代に一段と深化した。このことは輸入依存度が１９７０年２４ ．Ｏ％から

１９８０年４５ ．９％へ，産業連関表における最終需要全体の輸入誘発係数が０ ．２０から０ ．３０へと

　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
それぞれ上昇したことにも表れている 。産業連関表における最終需要の輸入誘発係数を

消費，投資，輸出という部門別にみると ，１９７０年から１９８０年にかけて消費はＯ ．１３から

Ｏ． ２３へ，投資は０ ．３９から０ ．４２へ，輸出はＯ ．２６から０ ．３８へと推移しており ，生産財 ・中間

財ないし原資財の輸入誘発的な再生産構造の対外依存性はとりわけ輸出部門で大きく深

化していることがわかる 。

　このような輸入誘発的な再生産構造に規定されて，韓国の工業製品の生産 ・輸出拡大

は同時に機械，部品及び原材料の輸入増大を必然化し，また１９７０年代の２度にわたる原

油価格の引き上げは原油輸入額の急増をもたらした。これらが大きな要因となっ て１９７０

年代の韓国の輸入額は輸出額を常に上回り ，慢性的な貿易収支の赤字を記録し，赤字額

は１９７０年９億２ ，２００万ドルから１９７５年１６億７ ，１００万ドル，１９８０年４３億８ ，４００万ドルヘと増

大した。貿易外収支も運賃及び保険，旅行収支及び中東諸国への労働力輸出等による ，

その他財貨及び用役での受取超過にもかかわらず，その他運輸及び投資収益が匡常的に

支払超過であ ったために，赤字を計上する場合が多く ，経常収支の赤字は１９７０年６億

２， ３００万ドルから１９７５年１８億８ ，７００万ドル ，１９８０年５３億２ ，１００万ドルヘと推移した。経常

収支が優性的な赤字であり ，かつ拡大傾向にあ ったために韓国は累積債務を削減するこ

とはできなかった。むしろ１９７０年代後半以降，重化学工業化建設のための膨大な資金需

（３５６）
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要の増加にともなう新規借款導入の増大と国際金利の上昇によっ て既存の借入れに対す

る利子支払の急増なとが重なり ，韓国の累積債務は総外債額で１９７０年２３億トルから１９７５

年８５億ドル，１９８０年には２７２億ドルヘと急増した。１９７０年代前半において借款企業及び

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
外国人投資企業による輸出額の総輸出額に占める比率が６０％を越えている，という数字

が示しているように，惜款企業及び外国人投資企業が韓国の輸出拡大に及ぼした積極的

な役割は非常に大きいといえる 。だが同時に，借款企業及び外国人投資企業，とりわけ

後者は輸出を大幅に上回る輸入の増大をもたらしており ，したがって韓国の貿易収支へ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）
の寄与という点では赤字拡大を促したというマイナスの効果を及ぼしている 。借款企業

及び外国人投資企業の輸入は借款企業の場合，借款供与の際の条件としてプラントだけ

でなく工場稼働後にも ，外国の借款供与先企業からの部品 ・原材料の購入が義務づけら

れているか，あるいは購入せざるを得ない状況に置かれるために，また外国人投資企業

の場合，合作会社は合作先の相手国企業から ，単独投資企業は親会杜からそれぞれ機械 ，

部品，原材料の供給として行われる 。このような国際的分業に組み込まれていること ，

言い換えれば韓国の生産 ・輸出構造が米 ・日 ，とりわけ日本の国際的下請け生産の性格

を有し，それを克服し得ないことが，韓国の貿易収支の慢性的な赤字を余儀なくされる

根底的な要因である 。

　１９７０年代の韓国は輸出拡大に牽引される高度成長を実現したが，これは別様すれば韓

国企業が輸出を通して著しい成長を遂げたことを意味することでもあり ，また同時に輸

出に携わることのできた企業は大きく発展しえたが，輸出に携わることのできなか った

企業は相対的に停滞せざるをえないという輸出企業と非輸出企業の発展格差を一層拡大

したことをも意味している 。１９６０年代に執られた政府の輸出支援政策である輸出振興体

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５１
制， 輸出支援金融，租税面での輸出支援は１９７０年代にはさらに一段と拡充 ・実施された 。

例えば，政府は輸出振興体制としては１９７ユ年２月に貿易業務を能率的に遂行し，貿易業

務の隆路事項を把握 ・解決するために「輸出手続き簡素化委員会」を設置 ・運営し ，

１９７２年には貿易業態規模の零細性を克服し，継続的な輸出増大と国際競争力を高めるた

めに貿易商社の多角化方案を採択した。１９７５年４月に「総合貿易商事の指定に関する要

令」を発表し，総合貿易商社制度を導入した。この制度によっ て， 総合貿易商杜の指定

要件を備えた貿易商杜は商易行政面 ・金融面及び外貨管理面で各種の支援が提供される

ことにな った。これら以外にも政府は１９７６年に輸出目標を一層高く設定し，その達成の

ために輸出経済体制の確立，海外市場の拡大，新しい高価輸出品の開発推進などに政策

に， また１９７７年には重化学工業製品の輸出推進のために海外原資財の安定確保及び輸出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３５７）
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産業基盤の拡充 ・強化等に政策の力点を置き ，１９７８年には機械類，電子製品，船舶，自

動車など等の輸出戦略品目の指定及びこれに対する施設資金支援，専門化，工場指定等

の輸出産業の基盤構築を図り ，１９７９年には鉄鋼 ・非鉄金属 ・機械など戦略部門に対する

施設投資の拡大と技術蓄積を推進した。また海外市場多角化及ぴ深化のための対外通商

活動が積極的に探究された 。

　輸出支援金融では１９７１年から延べ払い輸出支援金融が設置され，１９７２年には従来の輸

出金融，先輸出金融，輸入金融及び輸出用原資財金融など多岐にわた っていた輸出支援

金融制度を「輸出金融」として統合 ・単純化して制度金融の実効を高め，１９７３年からは

輸出産業設備資金が設置 ・運営された。１９７６年には一定の条件を備えた輸出商社に対し

て， 信用状と関係なく前年度の輸出実績にしたがって，所要生産集荷資金を融資する輸

出金融商品別限度取引制が導入された。また重化学工業製晶の輸出支援のために ，１９６９

年７月に韓国輸出入銀行法が制定されたものの実施が延期されていた韓国輸出入銀行が

正式に発足し，中長期延べ払い輸出支援体制が確立し，輸出保険が輸出入銀行の輸出支

援金融と連携して運営されるようになっ た。

　租税面での輸出支援では政府は，１９７３年に従来の輸出 ・軍納 ・観光などの外貨獲得事

業所得に対する所得税及び法人税の５０％減免制度を廃止し，その代わりに海外市場準備

金制度を補完し，輸出損失準備金制度，海外投資損失準備金制度を新設した。これにし

たがって輸出支援税制が従来の直接減免制から問接的な租税負担減免制度へと変わ った 。

このような内国税上の輸出支援制度とともに関税上の輸出支援施策が実施された。政府

は従来までの輸出用原資材に対して実施されてきた関税事前減免制度を１９７５年から関税

環給制度に転換し，これにしたがって輸出用原資材を輸入するとき ，関税等は納付し ，

原資材を使用し生産した製品を輸出した後，納付した関税等を環給を受けるようにした 。

このように政府は関税の事前減免制度を環給制へ転換したが，関税の納付と環給の問に

一時的に生じる関税額分の資金圧迫を軽減するために環給制度の転換と同時に関税徴集

猶予制度を施行し，関税徴集猶予期問を設けて，関税を支払う代わりに輸出業者の自己

保証または市中銀行の支給保証だけでも輸出用原資材の通関を許可できるようにしたの

である 。

　このような多大な政府の輸出支援政策と外資導入によっ て， 韓国企業のなかから「財

閥」が形成 ・発展した。帰属財産の払い下げと米国の対韓援助によっ て生産施設と原材

料の特恵的な提供を受け，非現実的換率，租税 ・関税の減免制，政府保有ドルの公売 ，

大企業偏重の銀行貸出など優遇的措置下で，製粉 ・製糖 ・綿紡績といういわゆる三白産
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業及びセメントなどの国内市場向け消費財産業や米軍軍納品生産及び貿易業を興すこと

によっ て， １９５０年代に少数の企業は後の「財閥」としての基盤を形成する資本蓄積を行

っていた。そういう意味では１９５０年代をすでに「財閥」の萌芽期として位置づけ，帰属

財産の払い下げと米国の対韓援助は後の「財閥」形成にとっ て重要な役割を為したと捉

えることもできよう 。だが，当時の大企業で今日も「財閥」として存在している企業は

三星や楽喜（後のラ ッキー 金星），現代など少数であ って，しかも楽喜と現代の企業規模

は相対的に小さか った。また多くの企業は１９６０年代以降の外資依存 ・輸出主導型経済へ

の転換の過程，そしてとりわけ１９７０年代後半以降の重化学工業化への転換過程で没落淘

汰された。「財閥」が国民経済に及ぼす影響力ないし支配力が絶大的なものとなるもや

はり１９７０年代後半以降である 。よっ て， 三星やラ ッキー 金星及び現代，そして大宇など

が今日の「財閥」として形成 ・発展するのは１９７０年代以降とみなすべきであろう 。第８

表は各「財閥」の借款導入額規模を示している 。同表は１９７５年１２月末現在の作成である

ので，重化学工業化が進展し，韓国の外資導入額が急増する１９７０年代後半以降になれば ，

様相も大きく変わるかもしれないが，それでも韓国の「財閥」ほとんどが多額の借款を

導入していたことの一端が伺えるのである 。

第８表　「財閥」の借款導入規模
（１９７５年１２月末現在）

借款導入規模 「財閥」名

　　１億ドル以上　　　　韓進，現代，韓一合繊，韓国火薬，造船公社，鮮京，双龍，暁星，新

　　　　　　　　　　進
　５ ，ＯＯＯ万一１億ドル　　　ラ ッキー コーロン ，新東亜，済東産業，大韓油化，起亜産業，三星 ，

　　　　　　　　　　大宇
２， ＯＯＯ万～５ ，０００万ドル　　汎洋専用拐倉，三換船舶，大農，海運公杜，三養航海，大韓通運，泰光

　　　　　　　　　　産業，セジンレーヨン ，ロッ テ， 東洋セメント ，アジアセメント ，錦

　　　　　　　　　　湖，高麗遠洋，韓一セメント ，三美，朝陽商船，東洋化学，鳳林紡績

（出所）パク ・ビ ョンユン『財閥と政治』韓国ヤンソ ，１９８２年 ，２０９～２１３ぺ 一ジ。但し，ユ ・イナ ック『韓国財

　　閥の解剖』プル ッピ ，１９９１年 ，６３ぺ 一ジから再引用 。

　１９７０年代の借款形態を主とする外国資本の導入は，上述した諸問題を派生しつつも

１９６０年代と同様，高速道路，通信施設などの「社会間接資本」に加えて，新たに原子力

発電，港湾，地下鉄，空港，上下水道，農業開発などの産業基盤の構築を助長し，工業

部門においては１９６０年代の繊維，履物，合板，肥料，セメントにプラスチ ック製品，タ

イヤ ・チ ュー
ブ， 玩具などが新たに加わり多様な軽工業部門及び鉄鋼，金属，化学，船

舶などの素材型産業と電機を主とした一部の加工型産業を中心とする重化学工業部門の

生産力発展を促し，これらの製品の輸出拡大に牽引される経済成長を実現した。具体的
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には「社会問接資本」ないし産業基盤の構築では例えば以下の内容がみられる 。すなわ

ち， 公共借款の導入によっ て発電所建設では原子力発電所２ ，３ ，５～１０号基の建設，港湾

建設では仁川 ・釜山 ・北坪港の開発及び建設，上水道事業では釜山及び大丘ｒ市の上水道

施設，多目的ダム建設では忠州及び安東多目的ダム建設，空港では金浦空港拡張事業 ，

農業開発では栄山江 ・洛東江沿岸開発などが行われている 。また商業借款の導入によっ

ては，化学繊維工場，石油化学工場，造船所，浦項総合製鉄など建設及び拡張事業が実

施された 。

　外資導入によっ て生産力発展と輸出拡大を促した典型例としては，現在韓国最大の輸
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６）
出産業となっ た電子 ・電気産業における直接投資の役割がそのことを示している 。例え

ば， 今日韓国最大の「財閥」の一つである三星グループの電子 ・電気産業としての発展

は， １９７０年代以降における外国資本との提携に大きな成功の要因が求められる 。今日 ，

韓国エレクトロニクス産業最大大手の三星はユ９６９年１月に三星電子工業を設立したが ，

早くも同年の１２月には日本の三洋電機と合作会社，三星三洋電機を新設している 。三星

は合作会社の三星三洋電機を通じて生産技術を修得しつつ，白黒ＴＶを生産 ・全量輸出

し， 合作会社の進出が認められない国内市場へは三星電子工業が自らの工場を建設して

製品の供給を行なっ た。 さらに三星は全量輸入に依存していた部品を自社内で生産する

ために部晶業への進出を図 ったが，その際も外国資本との提携，合作会社の設立を通じ

て行われた。まず１９７０年１月にブラウン管生産のために日本電気と合作して，三星

ＮＥＣを設立し，１９７４年３月にはＴＶ生産に必要なチ ューナー 変更 コイル，高圧トラ

ンスなど電子部品を生産するために三星三洋パ ーツを ，そして同年１２月にはブラウン管

ガラスを生産するために米国のコーニング社と合作した三星 コーニングを設立した。こ

のように三星は三星ＮＥＣ
，，

三星三洋パ ーツ ，三星 コーニングを部品生産体とし，三星

電子工業を組立業体として組み込んでいく方式で，自体内でＴＶ生産構造を完結させて

いっ た。 そしてこの過程を合作会杜を通じて遂行し，また生産能力を確保するようにな

ると漸次外国人所有持ち分を減少させ，現地化した。半導体産業では，１９７４年１２月に韓

国半導体／国内ＫＥＭＣＯ（Ｋ。。。。 Ｅｎｇｉｎ。。。ｉｎｇ＆Ｍ．ｎ．ｆ。。ｔ皿ｉｎｇ　Ｃ。． ）５０％，米国素材現地法人

ＩＣＩＩ（Ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ　Ｃ皿ｃｕ１ｔ　Ｉｎｔｅｍａｔ１ｏｎａ１Ｉｎｃフ５０％で１９７４年１月に設立した会社で ，ウェア加工生産の

ための施設投資を行う途中で資金難に陥 った〕の国内持ち分を引受け，本格的に半導体事業へ

参与し，１９７８年６月には資本撤収したフェアチャイルドの半導体組立工場を引受け，半

導体ウェア加工から組立加工までの一環生産体制を樹立した。三星は産業用電子機器部

門への進出は１９７０年代後半から開始されたが，その際には進出法人は一旦，外国企業と
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販売代理店契約を結んだ後に技術水準を高め，その後に合作契約を結んだ。例えば ，

１９７６年に米国Ｈｅｗ１ｅｔｔ　Ｐ
ａｃ

ｋａｒｄ社と独占販売代理店契約を結ひ，１９８４年に合作会社（米

国Ｈｅｗ１ｅｔｔＰ ａｃ
ｋａｒｄ社５５％），三星Ｈｅｗ１ｅｔｔ　Ｐ

ａｃ
ｋａｒｄが設立された 。

　三星グループに次ぐ，韓国エレクトロニクス産業界の大手，金星グループの場合では ，

１９６９年に通信機器の製造のために独シーメンス他との合作会社＝金星通信，１９７０年には

ボリーム ，チ ューナーなど通信機器部品の製造のために日本アルプス電気との合作会社

：金星アルプス電子，１９７１年には日立電線との合作会杜＝金星電線，スピーカー等の音

響機器部品製造のために日本ポスター 電気との合作会社＝金星ポスター 電気ツーリル

や溶接機等の製造のために三菱電機他との合作会社 ：ユニオン電気（後の金星機電） ，

１９７４年には計測機製造のために富士電機との合作会杜 ＝金星計電などが設立され，また

１９７１年に設立した金星電気では１９７４年に日本電気が２０％の資本参加がみられる 。

　１９７０年代以降，韓国のエレクトロニクス産業が発展し，電子 ・電気機器の生産 ・輸出

が拡大していく背景には，政府の電子産業育成政策，例えば，第２次経済開発５ヶ 年計

画以後の戦略産業としての設定，電子産業輸出振興５ヶ 年計画の作成，１９６９年の電子工

業振興法の公布，電子工業振興８ヶ 年計画（１９７４～８１年）などとともに ，主として合作会

社設立という形態での広範な外資導入が行われていたのである 。

１）経済企画院『経済白書』１９７３年版，２１３ぺ 一ジ 。

２）同上書，２１５ぺ 一ジ 。

３）同上書，２１４～２１５ぺ 一ジ 。

４）１９６０年代末韓国の借款元利金償還の可能性に対する憂慮が債権国のなかで高まることによ

　っ て， １９６９年４月世界銀行主催でＩＢＲＤ，ＯＥＣＤなど７つの国際機構と米国，日本など１０カ

　国が集まり ，対韓国際経済協議体（ＩＥＣＯＫ）が結成されていた 。ＩＥＣＯＫは１９８４年７月に１３

　次ソウル総会を最後に解体されるまで，毎年総会を開き韓国の経済開発，特に外資事業に関

　する協議及び調整機能を担当し，事実上の対韓債権国会議に相当するものであ った。李大根

　　鄭雲映，同１」掲書 ，１８２べ 一ノ

５）同施策では投資与件の改善策の一つとして，行政的支援が強化され，外国人投資に関係す

　る手続きの簡素化と迅速化を通して，認可事項に関する決定が申講書を受け付けた日から一

　ヶ月以内に行われるようにし，投資保護協定と二重課税防止条約の締結が外国人投資の一層

　高まる安全１生と収益１生を保障するために強調された。金賛鎭，則掲書，１３７べ 一ノ 。

６）李大根氏は「輸出新興のためには何よりも国際競争力を強化しなければならないので，一

　層の低賃金水準の維持によっ て強力な労働統制が要求せざるを得ない。これに政府は外国人

　投資企業に対する『臨時特例法』にとどまらず，１９７１年１２月にはそれよりもさらに一層強力

　な内容の『国家防衛に関する特例措置法』を制定し，事実上全ての労働運動を統制できるよ

　うにし，ついにこのような労働統制の要求は１９７２年の『維新政治体制』の確立によっ てその

　制度的完成を見た」と述へている 。李大根　鄭雲嘆，目１１掲書，１７３～１７４べ 一ノ 。
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　７）外資導入法によれば，外国人投資企業に対する所得税（そこで雇用される外国人労働者あ

　　 るいは技術導入契約によっ て勤務する外国人技術者を対象），法人税，財産税，取得税は初

　　期の５年間免税され，その後３年間は５０％の減税となる 。

　８）外貨事情などを考慮して売却代金の年問の対外送金額を出資額または売却代金の２０％まで

　　 に制限できるという限定はあるが，外国人投資家が持っていた株式の販売代金はその企業が

　　経営を始めた日から２年が経過したならば対外送金の自由が保障される
。

　９）馬山輸出自由地域の場合，進出企業が最も多か った１９７４年当時，日系企業１０２社のうち
，

　　一部 ・二部上場企業は僅か５社に過ぎなかった。イ ・ジ ュンフィ「馬山輸出自由地域」韓国

　　社会研究所，前掲書，２５１ぺ 一ジ 。

１０）夫佐舷氏は対韓進出日系企業の公害輸出のケースとして，日本化学の合弁投資の形で設立

　　された蔚山無機化学によるクロム汚染，イタイイタイ病を発生させた神岡鉱山を傘下におさ

　　める三井グループの系列会社の東邦亜鉛との合弁企業である温山高麗亜鉛によるカトミウム

　　汚染などを指摘している 。夫佐舷，前掲書，１９３～１９６ぺ 一ジ 。

１１）韓国の農業政策及び各経済計画下の農業については，辛泰坤［韓国経済政策論』法文社 ，

　　 １９９０年の「第５編１９６０年代以後の経済政策　第１章農業政策」を参照
。

１２）全哲換，前掲書，１５０～１５１ぺ 一ジ 。

１３）韓国の総輸出額に占める借款企業及び外国人投資企業の輸出額とその比率は，それぞれ
　　 １９７２年１８億７００万ドル中６億１ ，６００万ドル３４ ．１％と３億４ ，６００万ドル１９ ．２％で計９億６ ，２００万ド

　　ル５５ ．３％ ，１９７３年３２億５ ，４００万ドル中１１億４ ，６００万ドル３５ ．２％と６億６ ，５００万ドル２０ ．４％で計

　　 １８億１ ，１００万ドル５５ ．６％ ，１９７４年４７億１ ，３００万ドル中１８億２ ，６００万ドル３８ ．７％と１１億８ ，５００万ド

　　ル２５１％で計６５億３ ，９００万トル６３８％となっ ている 。金賛鎭，則掲書，７０べ 一ジ及ぴ２１０べ 一

　　ジより算出 。

１４）外国人投資企業の１９７４～７８年問の輸出額から原資材輸入額を除した差額を国際収支効果と

　　すれば，１９７４年９億６ ，４００万ドル ，１９７５年１１億２ ，５００万ドル ，１９７６年１０億３ ，５００万ドル ，１９７７

　　年１１億６ ，９００万ドル，１９７８年１３億１００万ドルのそれぞれ赤字を計上している 。経済企画院『外
　　国人投資白書』１９８１年，５８ぺ 一ジ 。

１５）韓国の輸出支援政策に関しては，辛泰坤，則掲書，「第５編１９６０年代以後の経済政策　第

　　４章貿易政策」を参照 。

１６）以下の三星及び金星グルー プにおける外国企業との合弁の内容と経過に関する記述は，キ

　　 ム・ ヨンボ ック「電子産業の資本蓄積と外国人投資」ヤン ・ウジン ，ホン ・チャンピ ョ他

　　『韓国資本主義分析』イルピ ッ，
１９９１年，１５１～１５７ぺ 一ジを参照にしている 。

ｌＶ　おわりに

　これまでの考察をまとめれば以下の通りである 。１９６０年代以降の韓国の経済発展は
，

１９５０年代の対米援助依存の経済発展から外資導入による経済発展へと転換したが，その

背景にはまず１９５０年代末頃から米国が国際収支の悪化にともないトル防衛の一環として
，

韓国への援助を無償援助から有償借款へと転換したという ，米国の対韓援助政策の変化
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が大きく基因していた。１９６０年代及び７０年代の韓国の外資導入は借款という貸付資本の

形態で主として導入されており ，直接投資の比率が小さいことが特徴的であ った。これ

は外資導入国側からみれば，政府が外国企業による国内市場支配を防ぎつつ，民族資本

の保護 ・育成するという国民的課題から直接投資よりは借款を選択させ，直接投資の場

合には出資比率などの厳格な規制を行なっ たからであ った。また投資国側からみれば ，

韓国国内市場の未成熟 ・狭隆性等によっ て， むしろ投資誘因の欠如が大きく作用してい

たために，石油関連産業など一部の産業部門を除いては，先進資本主義国の多国籍企業

が対韓進出を積極的に展開するという状況になか ったからであ った 。

　１９６０年代前半まで借款の大部分は公共借款の形態で導入され，導入先は主として米国

からであ った。米国からの借款供与はＡＩＤあるいはＤＬＦによっ て行われており ，開発

援助的性格が強いのが特徴的である 。ＡＩＤないしＤＬＦ借款が導入され，工場が新設な

いし拡張した製紙，化学肥料，石油精製などの産業部門では生産力発展が促され輸入代

替が進展し，セメントは１９７０年代半ば以降輸出産業へと成長した。またＡＩＤないし

ＤＬＦ借款は火力発電所，通信施設なとの「社会問接資本」部門にも導入され，産業基

盤の構築 ・整備を促した。１９６０年代後半には日韓条約が締結され，対日請求権資金導入

の開始を契機として，民問借款が増大した。日本からの民間借款は主として商社の斡旋

下に繊維 ・雑貨など産業部門に導入されることによっ て， これらの産業部門における生

産力が上昇し，輸出産業としての成長を促した。１９７０年代に入ると前半に一時的に直接

投資が急増し，「投資ラ ッシュ」現象がみられた。これは不実企業の発生と既存の導入

借款の元利金償還の据置期問が到来したために，政府が輸出自由地域の設置などの直接

投資誘致のための優遇措置を設け，積極的な導入を図ることによっ て， とりわけ日本の

繊維や電気 ・電子部門などの主として中小企業が低賃金利用，迂回的輸出のための生産

拠点として一斉に対韓進出を行 ったからであ った。また公害産業の対韓輸出としてのケ

ースもみられた。１９７０年代後半には外資導入額も１０～３０億ドルに達し，金額的にも大規

模となっ ていくが，これは民問借款の進出部門が韓国の重化学工業化政策に沿ったもの ，

すなわち製鉄所，造船所，石油化学 コンビナートなどの建設及び拡張事業に向かい，公

共借款では原子力発電所建設などの大型プロジ ュクトが行われたからであ った 。

　外資導入の特徴を導入先別にみれば，公共借款の場合，１９６０年代までは米国，１９７０年

代前半は米国 ・日本が主たる貸与国であ ったが，１９７０年代後半はＥＣ及び国際金融機関

や香港 ・カナダなども加わり ，貸与国の多角化と貸与額の急増がみられる 。民問借款の

場合は，１９６０年代までは米国 ・日本が主たる貸与国であ ったが，１９７０年代前半は日本か

（３６３）
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らの供与は停滞し米国の比率が高まり ，半ばからはＥＣ諸国が，末には香港 ・スイス ・

パナマなどの国からの供与が増え，日本からの貸与も回復拡大するという傾向がみられ

た。 直接投資は１９６０年代までは米国と日本が主たる投資国であ ったが，１９７０年代に入 っ

てからは日本の比率が著しく上昇し，米国及びＥＣ諸国を大きく引き離すという傾向を

示した
。

　１９６０年代以降の外資に依存した韓国の経済発展は外資を導入し得た企業とし得ない企

業との二極分化を促し，それは輸出企業と非輸出企業の発展格差の拡大としても現れた 。

外資を導入し得た企業は近代的な機械設備や部晶 ・原材料などの輸入が可能となり ，輸

出企業として成長し得，輸出企業となることによっ て金融 ・租税面での優遇措置を享受

し成長が促され，さらなる外資の導入が可能となっ たからである 。このことは産業間 ，

すなわち外資を導入し得た産業とし得ない産業でも同様であ った。また外資依存の輸出

主導による韓国の経済発展は「財閥」の形成と中小企業の停滞という経済構造の二極構

造化を引き起こすこととなっ た。 先進資本主義国，とりわけ日本の対韓進出は直接投資

の場合はいうまでもなく民問借款供与でさえ，完製品の生産に必要な部品 ・原材料の供

給を日本から継続させる方法で行われているために ，１９６０ ・７０年代の韓国の中小企業は

自らの輸出市場への接近を阻害されるだけでなく ，輸出企業である「財閥」への下請け

企業としての成長をも抑制され，狭隆な国内市場を対象とせざるを得ず，発展の停滞を

余儀なくされていたのである 。中小企業の発展が阻害されることはいわゆる裾野産業の

形成が未成熟まま放置された状態となり ，このことはひいては製品を輸出するためには

部品 ・原材料などを輸入をせざるを得ないという経済構造を形成 ・深化し，貿易収支の

赤字と累積債務増大の大きな要因の一つとなっ たのである 。

　本稿では，韓国が外資導入による経済発展の方向へと歩まざるをえなか った背景と ，

対韓進出外資の態様を公共借款，民問借款，直接投資という形態別に分け，各形態の業

種と導入先の分析を通して，韓国の経済発展において外国資本がいかなる影響を及ぼし

たか，また外資導入は韓国経済の性格をどのようなものに形成 ・規定したかを１９６０ ・７０

年代という時期に焦点をあてて考察した。１９８０年代以降，韓国における外国資本の態様

は借款から直接投資へとその形態別性格を大きく変容し，技術導入の役割が高まっ てい

る。 さらに韓国も１９８０年代末以降，資本輸出国としての性格を強く帯びつつある 。これ

らの分析は今日のＮＩＥｓとしての韓国が１９８０年代以降，さきの諸問題をどのように克服

しているか，あるいはむしろ激化させているのか，に関する考察とともに今後の課題で

ある 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３６４）




